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序この論文は二部からなっており、第一部では、
主体性を喪失した敗戦後の日本の独立心の回復と
その「半主権国家」状態からの脱却を論じます。第
二部では、一つの法体系となった「対米従属関係」
を断ち切るという未来に向かっての行動を起こす
ために、敗戦により否定され、消却された過去を
取り戻す必要性を認識し、史実としての「大東亜
戦争」という言葉の復権と世界史の大きな流れの
中でのその意味を再考します。
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Japan is not free from the “legacy” of the US occupation established by the Potsdam Dec-
laration of 1945. Article 9 of the Constitution of 1946, the San Francisco Peace Treaty of 
1951, the US-Japan Security Treaty of 1951, and the US-Japan Administrative Agreement of 
1951 shaped the US-Japan security relationship. That conqueror’s negative legacy is rooted 
in Article 107 of the UN Charter, which stipulates:
Nothing in the present Charter shall invalidate or preclude action, in relation to any state 
which during the Second World War has been an enemy of any signatory to the present 
Charter, taken or authorized as a result of that war by the Governments having responsi-
bility for such action.
The United States had a “free hand” in the use of Japan’s territorial space (land, air and sea) 
during the occupation. It wanted to keep that freedom even after the peace treaty, which 
would have restored the independence of a defeated Japan, was concluded.
The United States, pursuant to the US-Japan Security Treaty, crafted a device in the US-Japan 
Administrative Agreement to enjoy such freedom of action, which still remains effective today 
unless we replace the US-Japan Security Treaty by a new security treaty and delete paragraph 2, 
Article 9 of the Constitution.
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第一部：独立心の回復と「半主権国家」からの脱却
はじめに
現在の日本の対外政策の作成とその意思決定が
創り出す日本の国際関係を基本的に規制するもの
は、日米関係である、ということは否定できませ
ん。いわゆる「戦後」70年も過ぎたと云われるにも
拘らず、1	日本はいまだに「半独立国」として宗主
国米国の意向に「自発的」に「従属」してきたからで
す。2	そもそも「戦後リジーム」と言われるものが創
られてきた源は、ポツダム宣言にあります。この
宣言こそが、その受諾により日本の降伏を決定さ
せただけではなく、その直後から始まった連合国
軍による占領政策の原点なのです。3	ポツダム宣言
とそこから派生した対日占領政策に始まり、国連
憲章第107条によって保証されている戦勝国の権
利を踏まえて締結された講和条約並びに日米安保
条約と行政協定こそが、日本の対米従属関係を創
り上げてきた法体系なのです。4
したがって、この原点であるポツダム宣言を読
み、理解することが、なぜ、いかなる経過を経て
日本がいまだに「半独立国」となったままでいるの
かを知る上で必要なのです。
I．ポツダム宣言と敗戦
一、	 吾等合衆國大統領、中華民國政府主席
及グレート・ブリテン國總理大臣は吾
等の數億の國民を代表し協議の上日本
國に對し今次の戰爭を終結するの機會
を與ふることに意見一致せり
二、	 合衆國、英帝國及中華民國の巨大なる
陸、海、空軍は西方より自國の陸軍及
空軍に依る數倍の増強を受け日本國に
對し後的打撃を加ふるの態勢を整へた
り右軍事力は日本國が抵抗を終止する
に至る迄同國に對し戰爭を遂行する一
切の聯合國の決意に依り支持せられ且
鼓舞せられ居るものなり
三、	 蹶起せる世界の自由なる人民の力に對
するドイツ國の無益且無意義なる抵抗
の結果は日本國國民に對する先例を極
めて明白に示すものなり　現在日本國
に對し集結しつつある力は抵抗するな
ナチスに對し適用せられたる場合に於
て全ドイツ國人民の土地、産業及生活
様式を必然的に荒廢に歸せしめたる力
に比し測り知れざる程度に強大なるも
のなり吾等の決意に支持せらるる吾等
の軍事力の最高度の使用は日本國軍隊
の不可避且完全なる壊滅を意味すべく
又同様必然的に日本國本土の完全なる
破滅を意味すべし
四、	 無分別なる打算に依り日本帝國を滅亡
の淵に陥れたる我儘なる軍國主義的助
言者に依り日本國が引續き統御せらる
べきか又は理性の經路を日本国が履
ふ
む
べきかを日本國が決定すべき時期は到
1	 「戦後」がいつから始まったかという事実の問題とそれから派生する政治状況の認識の問題が存在します。それに関しては後述します。下
記脚注37－50に関わる本文参照。
2	 佐伯啓思『従属国家論―日米戦後史の欺瞞』PHP新書、2015年、171、184－185頁。
3	 ポツダム宣言、1945年7月26日	ポツダムで署名（外務省訳）
	 ＜http://www.ndl.go.jp/constitution/etc/j06.html＞
4	 この構造は、新たに「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」（新日米安保条約）
	 <http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/jyoyaku.html>と新日米安保条約第六条に基づく「施設及び区域並びに日本国における合衆国
軍隊の地位に関する協定」（日米地位協定）<http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/kyoutei/>と呼び名は変わっても中身は同じなのです。
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來せり
五、	 吾等の條件は左の如し
	 吾等は右條件より離脱することなかる
べし右に代る條件存在せず吾等は遅延
を認むるを得ず
六、	 吾等は無責任なる軍國主義が世界より
驅逐せらるるに至る迄は平和、安全及
正義の新秩序が生じ得ざることを主張
するものなるを以て日本國國民を欺瞞
し之をして世界征服の擧に出づるの過
誤を犯さしめたる者の権力及勢力は永
久に除去せられざるべからず
七、	 右の如き新秩序が建設せられ且日本國
の戰爭遂行能力が破砕せられたること
の確證あるに至る迄は聯合國の指定す
べき日本國領域内の諸地點は吾等の茲
に指示する基本的目的の達成を確保す
る為占領せらるべし
八、	 カイロ宣言の條項は履行せらるべく又
日本國の主權は本州、北海道、九州及
四國竝に吾等の決定する諸小島に局限
せらるべし
九、	 日本國軍隊は完全に武装を解除せられ
たる後各自の家庭に復歸し平和的且生
産的の生活を營むの機會を得しめらる
べし
十、	 吾等は日本人を民族として奴隷化せん
とし又は國民として滅亡せしめんとす
るの意圖を有するものに非ざるも吾等
の俘虜を虐待せる者を含む一切の戰爭
犯罪人に對しては嚴重なる処罰を加へ
らるべし日本國政府は日本國國民の間
に於ける民主主義的傾向の復活強化に
對する一切の障礙を除去すべし言論、
宗教及思想の自由竝に基本的人権の尊
重は確立せらるべし
十一、	 日本國は其の經濟を支持し且公正なる
實物賠償の取立を可能ならしむるが如
き産業を維持することを許さるべし但
し日本國をして戰爭の為再軍備を為す
ことを得しむるが如き産業は此の限に
在らず右目的の爲原料の入手（其の支
配とは之を區別す）を許可さるべし日
本國は將來世界貿易関係への參加を許
さるべし
十二、	 前記諸目的が達成せられ且日本國國民
の自由に表明せる意思に從ひ平和的傾
向を有し且責任ある政府が樹立せらる
るに於ては聯合國の占領軍は直に日本
國より撤収せらるべし
十三、	 吾等は日本國政府が直に全日本國軍隊
の無條件降伏を宣言し且右行動に於け
る同政府の誠意に付適當且充分なる保
障を提供せんことを同政府に對し要求
す右以外の日本國の選択は迅速且完全
なる壊滅あるのみとす
いまさら言うまでもなく、ポツダム宣言は米国
大統領ルーズヴェルト、英国総理大臣チャーチル
と当時の中華民国政府主席蒋介石による共同宣言
と言われていました。しかし、実際には、蒋介石
は出席せず、チャーチルはすでに帰国していたの
で、起草されたものは米国のルーズヴェルトの意
向を強く反映したものでした。その基本的な趣旨
は、宣言の第三項に明確に示されているように、
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「吾等の軍事力の最高度の使用は日本国軍隊の不
可避克完全なる破滅を意味すべく又同様必然的
に日本国本土の完全なる破壊を意味すべし」と警
告し、続く第四項では「無分別なる打算に依り日
本帝国を滅亡の淵に陥れたる我儘なる軍国主義的
助言者に依り日本国が引続き統御せられるべきか
又は理性の経路を日本国が履
ふ
むべきかを日本国が
決定すべき時期は到来せり」と説いているのです。
そこには、「決起せる世界の自由なる人民」が持つ
正義と「我儘なる軍国主義的助言者」が「日本国民
を欺瞞し之をして世界征服の擧に出」た軍国主義
勢力という悪という二元論の構造の中で大東亜戦
争が捉えられています。そして、第五項で「吾等
の条件は左の如し」として始まる文は単に「吾等は
右条件より離脱することなかるべし右に代わる条
件存在せず吾等は遅延を認むるを得ず」とこれ以
外の代替条件は存在しない、ということを確認し
ているのです。以下に具体的な「戦争を終結する」
ために連合国が提示した条件を見てみましょう。
第六項には、連合国は、「無責任なる軍国主義
が世界より駆逐」されなければ「平和、安全及び正
義」に基づいた「新秩序」は生れないことを主張し、
「日本国国民を欺瞞し之をして世界征服の擧」に出
るという過誤を犯した者の「権力及勢力は永久に
除去」しなければならないとされ、第七項には、
第六項にある「新秩序が建設せられ且日本国の戦
争遂行能力」が破れ砕けてなくなるという確証が
得られるまでは、連合国が指定する日本国内の諸
地点はここに定める「基本目的の達成を確保する
為占領」すると言明されています。
第八項では日本の新しい領土の国境が「カイロ
宣言」を踏まえて「日本国の主権は本州、北海道、
九州及び四国並びに我等の決定する諸小島」に局
限されています。
第九項には「日本国軍隊は完全に武装を解除」
した後、各自の家庭に復帰して平和的かつ生産
的な生活を営む機会を得られることが定められ
ています。
第十項では、連合国は「日本人を民族として奴
隷化」するとか、または「国民として滅亡」すると
いうような意図を持つものではなく、連合国の
「俘虜を虐待せる者」を含む「一切の戦争犯罪人」
に対しては「厳重なる処罰」を加えること、日本
国政府は「日本国国民の間における民主主義的傾
向の復活強化に対する一切の障害を除去」するこ
と、そして、「言論、宗教及び思想の自由並に基
本的人権の尊重」を確立することが定められてい
ます。
第十一項には、日本国の「経済を支持し且公平
公正なる実物賠償の取立」を可能にするような産
業を維持することは許されるが、「日本国をして
戦争のため再軍備を為すこと」を可能にするよう
な産業は禁止すること、上記の目的のため原料の
入手（その支配とは区別して）は許可することと、
「将来世界貿易関係への参加」は許されること、が
定められています。
第十二項には上記の「諸目的が達成」され、且
つ「日本国国民の自由な表明せる意思に従ひ平和
的傾向を有し且責任ある政府が樹立」される時に
は「連合国の占領軍は直ちに日本国より撤収」す
ることが明記されています。
最終項である第十三項は、「日本国政府が直ち
に全日本国軍隊の無条件降伏を宣言し」且つ上記
の行動に於ける日本国「政府の誠意に附適当且充
分なる保障」を与えることを日本国政府に対し要
求すること、と上記「以外の日本国の選択は迅速
且完全なる壊滅あるのみ」と恫喝ごとき厳しい条
件を定めています。
ポツダム宣言の全十三項の中に収められてい
る条件は（1）軍国主義者の排除、（2）戦争遂行能
力の破壊されたことが確認されるまでの占領、
（3）一切の戦争犯罪人に対する厳重な処罰、（4）
民主主義の復活強化と基本的人権の尊重の確立、
（5）日本国軍隊の完全な武装解除と戦争遂行能力
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を可能にするような産業の禁止、（6）民主主義と
平和主義に基づく責任ある政府の樹立、という
六項目の条件です。さらにこれら条件を収斂す
れば、非武装・無力化と平和主義・民主主義に
基づく政府の樹立となり、その為に、軍国主義
者の排除と戦争犯罪人の処罰が前提条件として
存在していました。
このポツダム宣言を受諾することにより大東
亜戦争は終結に向かうのですが、それを「無条件
降伏」と評価するのか、あるいは、「有条件降伏」
と考えるのか、かつて「“無条件降伏”論争」という
ものが在りました。5	当時、戦争終結のための条件
を提示されて、その条件を受け入れたのである
から、「有条件降伏」であって、連合国と日本と
の間の国際協定としての契約に基づく降伏であ
る、と江藤淳は主張していました。6	まして、江藤
は、「日本政府がポツダム宣言を降伏条件を提示
した文書と理解し、さらにわが方から提示した
『天皇の国家統治の大権を変更するの要求を包含
し居らざることの了解の下に』という付帯条件を
付けて、受諾の意思を表明した」ことは、「当然の
ことながら、この時ポツダム宣言を受諾した日本
政府と、これを提示した四国政府との関係は対
等であった」と主張していました。7	とは云うもの
の、ポツダム宣言の第五項以下に提示されている
条件以外に「戦争を終結するため」の条件は存在せ
ず、ましてそれに代わる代替案も提示する自由が
存在しなかった訳ですから、日本政府とその条件
を提示した「四国政府との関係は平等であった」は
ずがないのです。まして、「天皇の国家統治の大
権」に変更がないものと了解するといういわゆる
「付帯条件」というものも、ポツダム宣言を履行す
る占領下で採択された現憲法で「天皇の国家統治
の大権」などという権限は存在していないのです。
1945年9月2日に署名した「降伏文書」には「天皇及
日本国政府の国家統治の権限は本降伏条項を実施
する為適当と認むる措置を執る連合国最高司令官
の制
、 、 、 、 、 、 、 、 、
限の下に置かれるものとす」[“The	authority	
of	 the	Emperor	and	 the	Japanese	Government	
to	rule	the	state	shall	be	subject	to	the	Supreme	
Commander	for	the	Allied	Powers	who	will	take	
such	steps	as	he	deems	proper	to	effectuate	these	
terms	of	surrender.”]と念を押しているのです。8
英語の原文にある	“subject	 to”	が日本語訳で
「従属する」と正確に訳されずに“制限の下に置か
れる”のように曖昧になったのは、ポツダム宣言
を受諾するか否か軍部との対立という危機状況
を考えれば致し方なかったのでしょう。1945年9
月2日の降伏文書に署名したこの時に日本国は独
立国家としての主権を失ったのです。
それ以降、日本の占領はポツダム宣言を履行
し、そこに提示されている目的を達成するため
の政策を執行していったのです。9	この占領政策
は、すでに降伏文書が調印される以前に1945年
8月29日付の「降伏後における米国の初期対日方
針」として国務省、陸軍省と海軍省によって作成
されており、トルーマン大統領によって1945年9
月6日に承認されたものです。その実質的本体は
マッカーサー元帥には8月29日に電信により伝達
され、大統領の承認後9月6日にメッセンジャー
の手で渡されたものです。この「初期対日方針」
の第一部の「究極の目的」とされるものが以下の
ように列記されています。
5	 江藤淳『忘れたことと忘れさせられたこと』文春文庫、1996年、205－244頁。有馬哲夫『歴史問題の正解』新潮新書、2016年、99－114頁。
6	 同上、216－219頁。福田恒存「当用憲法論」『日本を思ふ』文春文庫、1995年、281、307頁。
7	 同上、17頁。
8	 降伏文書	<http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000097065.pdf>		引用文のなかの日本語の強調傍点と英語の強調イタリックは私の手によ
る。<http://www.mofa.go.jp/mofaj/ms/da/page22_002192.html>
9	 昭和天皇は1946年9月20日に侍従長の藤田尚徳を「天皇の御使」としてマッカーサーに使いを出し「ポツダム宣言事項を実行するとの御決意
を伝えた」のである。豊下樽彦『昭和天皇の戦後日本――＜憲法・安保体制＞にいたる道』岩波書店、2015年［以下『昭和天皇』］、77－78頁。
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第一部　究極ノ目的
日本国ニ関スル米国ノ究極ノ目的ニシテ初期ニ
於ケル政策が従フベキモノ左ノ如シ
（イ）	日本国ガ再ビ米国ノ脅威トナリ又ハ世界ノ
平和及安全ノ脅威トナラザルコトヲ確実ニ
スルコト
（ロ）	他国家ノ権利ヲ尊重シ国際聨合憲章ノ理
想ト原則ニ示サレタル米国ノ目的ヲ支持
スベキ平和的且責任アル政府ヲ究極ニ於
テ樹立スルコト、米国ハ斯ル政府ガ出来
得ル限リ民主主義的自治ノ原則ニ合致ス
ルコトヲ希望スルモ自由ニ表示セラレタ
ル国民ノ意思ニ支持セラレザル如何ナル
政治形態ヲモ日本国ニ強要スルコトハ聨
合国ノ責任ニ非ズ
此等ノ目的ハ左ノ主要手段ニ依リ達成セ
ラルベシ
（イ）	日本国ノ主権ハ本州，北海道，九州，四国
竝ニ「カイロ」宣言及米国ガ既ニ参加シ又ハ
将来参加スルコトアルベキ他ノ協定ニ依リ
決定セラルベキ周辺ノ諸小島ニ限ラルベシ
（ロ）	日本国ハ完全ニ武装解除セラレ且非軍事
化セラルベシ軍国主義者ノ権力ト軍国主
義ノ影響力ハ日本国ノ政治生活，経済生
活及社会生活ヨリ一掃セラルベシ軍国主
義及侵略ノ精神ヲ表示スル制度ハ強力ニ
抑圧セラルベシ
（ハ）	日本国国民ハ個人ノ自由ニ対スル欲求竝ニ
基本的人権特ニ信教、集会、言論及出版ノ
自由ノ尊重ヲ増大スル様奨励セラルベク且
民主主義的及代議的組織ノ形成ヲ奨励セラ
ルベシ
（ニ）	日本国国民ハ其ノ平時ノ需要ヲ充シ得ルガ
如キ経済ヲ自力ニ依リ発達セシムベキ機会
ヲ与ヘラルベシ10
この「究極的目的」を達成するために、祈るだ
けという歪な「平和主義」を憲法前文に掲げ、徹
底した「不戦」と「非武装」を規定した憲法第九条
を書き入れたのです。これにより、「日本は、国
家たる要件を決定的に奪われ、次いで、日本国
憲法第九条において、日本自身、日本がもはや
国家でないことを明確に中外に宣言した」ので
す。11	もっともその目的は、沖縄の軍事基地化に
よって担保されていたのです。12	そうすれば、日
本本土に軍事力は必要ないと考えたからです。
その憲法第九条が、「戦後思想の最も重要な基本
文書になった」のです。13	まさに、「戦後思想は、
日本が国家でないという告白から始まった」と言
われる所以です。14	矢部宏治氏が目覚めた如くい
うことは、「だから日本の平和憲法、とくに九条二
項の『戦争放棄』は、世界じゅうが軍備をやめて
平和になりましょうというような話ではまった
くない。沖縄の軍事要塞化、核武装化と完全に
セット。いわゆる護憲論者の言っている美しい
話とは、かなりちがったものだということがわ
10	 「降伏後ニ於ケル米国ノ初期ノ対日方針」
	 <http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/JPUS/19450906.O2J.html>
11	 清水幾太郎『日本よ国家たれ――核の選択』文芸春秋、1980年、21頁。
12	 古関彰一『「平和国家」日本の再検討』岩波現代文庫、2013年、19－24頁。
13	 清水幾太郎、前掲脚注11、21頁。
14	 同上。
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この憲章のいかなる規定も、第二次世界戦争
中にこの憲章の署名国の敵であった国に関す
る行動でその行動について責任を有する政府
がこの戦争の結果としてとり又は許可したも
のを無効にし又は排除するものではない。19
この第107条が意味することは、国連憲章のい
かなる条項も戦勝国が敗戦国に対してとった処置
や許可したものを無効にすることはない、という
ことを規定し、さらにそのような行為・行動に国
連憲章のいかなる規定も適用しなくても良い、と
いうことを明記しているのです。内閣法制局が
「集団的自衛権」の解釈について頼りとしている国
際法の権威であるハンス・ケルゼンは、「旧敵国
は原則として国連憲章法の外にあり、その法的権
利の剥奪は永久である」と明言しているのです。20	
なぜならば、「旧敵国の国連加盟によってその状
態が終了するわけではない」からだと断言してい
ます。21	さらに、「連合国の旧敵国に対する権利は、
講和条約の締結後にも継続する」と結論している
のです。22	
つまりポツダム宣言受諾により勝得た戦勝国と
しての果実、占領の成果を維持・享受していくこ
とができるようになっているのです。問題は、戦
勝国、つまり米国が同意しなければ「この戦争の
結果としてとり又は許可したもの」は消滅しない
のです。それが敗戦国日本の置かれていた実態で
した。当然のこととして、戦勝国が敗戦国を占領
しているときには、その戦勝国の同意なしに敗戦
かりました」とその心情を吐露しているのです。15	
II．敗戦と国連憲章第107条
所謂「戦後体制」は上に述べたように、ポツダム
宣言の受諾に始まり、その根本的政策は日本国の
基本法として占領下の下で成文化された憲法に基
づくものです。ただ、ここにもう一つ重大なもの
がその前提に存在します。日本がポツダム宣言を
受諾した時には、既に日本で「国際連合」と呼ばれ
ている「連合国機構」の憲章の作成作業は、1944年
にダンバートン・オークス会議で採択された「一般
国際機構の設立案」をもとに、1945年4月25日から6
月26日までサン・フランシスコで開かれた連合国
会議で最終的に完了しており、参加国50ヵ国によ
り署名がすでになされていたのです。16	日本の「米
軍の権利については、占領期のまま現在にいたっ
ている」17	という「戦後体制」に国際法上の法的根拠
を創りだしたものが、国連憲章第107条なのです。
この憲章第107条こそが日本にとって国連憲章の中
で最も重要な条項であるのにも拘わらず全く注目
されてこなかった敵国条項の一つなのです。2014
年に『日本はなぜ、「基地」と「原発」を止められない
のか』を著した矢部宏治氏だけが「敵国条項」第107
条と隷属した地位に甘んじている日本の実態との
関係を鋭利に分析しているのが例外です。18	
国連憲章第107条には以下のように規定されて
います。
15	 矢部宏治『日本はなぜ、「基地」と「原発」を止められないのか』集英社インターナショナル、2014年［以下、『日本はなぜ』］、39頁；矢部宏治『日
本はなぜ、「戦争ができる国」になったのか』集英社インターナショナル、2016年［以下、『戦争ができる国』］参照。
16	 History	of	the	United	Nations:	San	Francisco	Conference;	available	at	<http://www.un.org/en/aboutun/history/sanfrancisco_conference.shtml>
17	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、35頁。
18	 同上、210－242頁。
19	 国連憲章第107条。
20	 Hans	Kelsen,	The	Law	of	the	United	Nations:	A	Critical	Analysis	of	the	Fundamental	Problems,	with	Supplement	813	（Clark,	N.J.:	The	
Lawbook	Exchange,	Ltd.,	2000）.	But	see	Leland	M.	Goodrich,	Edvard	Hambro	&	Anne	Patricia	Simons,	Charter	of	the	United	Nations---
Commentary	&	Documents	637（New	York/London:	Columbia	University	Press,	Third	&	Revised	Edition,	1969）.
21	 Ibid.
22	 Id. 	at	918.
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国は講和条約を結ぶこともできなかったのです。
但し、講和後も無期限に占領期と同様に米軍基地
を維持し続けていくことには無理があることは
米国側の責任者であるダレスも分かっていました。23	
ですから、戦勝国として勝ち取った敗戦国に対す
る「行動の自由」を講和条約締結後にも維持し享受
する必要があったのです。それがダレスの求めて
いた「我々が望むだけの軍隊を、我々が望むいか
なる場所にも、我々が望む期間だけ維持する権
利」24	を保証するものであったのです。その権利
は既に国連憲章第107条に明記されているのです
から国際法上その権利を行使し続けることは合法
であったのです。したがって、一般に考えられて
いる日本の所謂「基地提供カード」などというもの
が手元にあり、それを日米交渉の場で切ることな
どあり得なかったはずです。25	ですから、吉田茂
が外務省の準備した所謂「A作業」を「野党の口吻
の如し、無用の議論一顧の値無し、経世家的研究
に付
つき
一段の工夫を要す」26	と言って一蹴して取り
上げなかったことは当然なことであったのです。
米国にとっての問題は、その「敵国条項」第107
条に規定されている連合国の国際法上の権利を講
和条約締結後もいかに日本の国内法上の権利とし
て法的な効力を創り出すかでした。そこで出され
たのが、講和条約の中で日本を「連合国」の憲章が
創りだした戦後国際秩序の枠組みに入れることで
した。敵国と憲章第53条第2項で定義されている
日本、27	まして、かつて占領軍総司令官マッカー
サー元帥自ら「日本は東洋のスイスたれ」28	と永世
中立国になることを勧めた国を国連加盟国となる
ことを許したのです。反対に、日本が憧れたスイ
スは永世中立の立ち位置を維持するために長い間
国連には加盟しておらず、2002年9月10日に初め
て190番目の国連加盟国になったのです。29	
サン・フランシスコ講和条約の前文には、以下
のように占領下にある日本の将来の国連への加盟
と国連憲章の遵守を宣言しています。
日本国としては、国際連合への加盟を申請し
且つあらゆる場合に国際連合憲章の原則を
遵守し、世界人権宣言の目的を実現するため
に努力し、国際連合憲章第五十五条及び第
五十六条に定められ且つ既に降伏後の日本
国の法制によつて作られはじめた安定及び
福祉の条件を日本国内に創造するために努
力し、並びに公私の貿易及び通商において国
際的に承認された公正な慣行に従う意思を
宣言する・・・・30	
それに対して、日本側は敗戦国としての認識が
おそらく薄く、国連との関係においても日本の安
全保障を国連の決議によって米国に求めるという
虫の良い話でした。31	冷戦の進行や朝鮮戦争の勃発
は、「日本の戦略的地位」を高めたという状況判断
は正しかったと考えられますが、32	そこから導か
れた結論として、日本の「バーゲニング・パワー」
も同じように高まり、そのパワーを行使する機会
も発生したと考えたことが間違っていたのです。33	
23	 豊下樽彦『昭和天皇』、前掲脚注9、173頁。
24	 FRUS,	1950	VI,	at	1265：	“the	right	to	maintain	in	Japan	as	much	force	as	we	wanted,	anywhere	we	wanted,	for	as	long	as	we	wanted.”
25	 豊下樽彦『昭和天皇』、前掲脚注9、145頁。
26	 豊下樽彦『安保条約の成立―吉田外交と天皇外交―』岩波新書、1996年	［以下、『安保条約の成立』］、17頁。
27	 国連憲章第53条第2項：「本条1で用いる敵国という語は、第二次世界戦争中にこの憲章のいずれかの署名国の国であった国に適用される。」
28	 See	<http://crd.ndl.go.jp/reference/modules/d3ndlcrdentry/index.php?page=ref_view&id=1000051383>
29	 U.N.	Doc.	GA/10041,	10	Sept.	2002	（Press	release）.
30	 サン・フランシスコ講和条約［以下講和条約］、前文、<http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/docs/19510908.T1J.html>
31	 豊下樽彦『安保条約の成立』、前掲脚注26、7－12頁。
32	 豊下樽彦『昭和天皇』、前掲脚注9、166－167頁。
33	 同上、158－159頁。
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日本の戦略的地位の高騰は逆に米国の戦勝国とし
て勝ち取った「行動の自由」を維持する決意を揺る
ぎないものとしたのです。その証左が講和条約第
三条に表れています。そこには、以下のように戦
勝国としての「権利」を南西諸島や南方諸島を日本
の施政権から切り離すことにしたのです。
日本国は、北緯二十九度以南の南西諸島（琉球
諸島及び大東諸島を含む。）孀婦岩の南の南方
諸島（小笠原群島、西之島及び火山列島を含
む。）並びに沖の鳥島及び南鳥島を合衆国を唯
一の施政権者とする信託統治制度の下におく
こととする国際連合に対する合衆国のいかな
る提案にも同意する。このような提案が行わ
れ且つ可決されるまで、合衆国は、領水を含む
これらの諸島の領域及び住民に対して、行政、
立法及び司法上の権力の全部及び一部を行使
する権利を有するものとする。34	
まして第5条では以下のように、日本国憲法第
九条第一項を忠実に反映しています。
（a）	日本国は、国際連合憲章第二条に掲げる義
務、特に次の義務を受諾する	。
（i）	 その国際紛争を、平和的手段によって
国際の平和及び安全並びに正義を危う
くしないように解決すること。
（ii）	その国際関係において、武力による威
嚇又は武力の行使は、いかなる国の領
土保全又は政治的独立に対するものも、
また、国際連合の目的と両立しない他
のいかなる方法によるものも慎むこと。
（iii）	国際連合が憲章に従ってとるいかなる
行動についても国際連合にあらゆる援
助を与え、且つ、国際連合が防止行動
又は強制行動をとるいかなる国に対し
ても援助の供与を慎むこと。
（b）	連合国は、日本国との関係において国際連
合憲章第二条の原則を指針とすべきことを
確認する。
（c）	連合国としては、日本国が主権国として国
際連合憲章第五十一条に掲げる個別的又は
集団的自衛の固有の権利を有すること及び
日本国が集団的安全保障取極を自発的に締
結することができることを承認する。35	
特に、第五条第（c）項では、日本の安全保障の
権利は連合国の承認事項であることを再認識させ
ているのです。さらに、憲法第九条第二項の不
戦、非武装や交戦権の否定という主権国家として
の権利の欠落を補填するために、講和条約第六条
第（a）項では、その第五条第（c）項の自発的な二国
間の安全保障条約の締結を念頭に置き、以下のよ
うに占領終了後の日本においても連合国軍隊が居
残ることを示唆しているのです。
（a）	連合国のすべての占領軍は、この条約の効
力発生の後なるべくすみやかに、且つ、い
かなる場合にもその後九十日以内に、日本
国から撤退しなければならない。但し、こ
の規定は、一又は二以上の連合国を一方と
し、日本国を他方として双方の間に締結さ
れた若しくは締結される二国間若しくは多
数国間の協定に基く、又はその結果として
の外国軍隊の日本国の領域における駐屯又
は駐留を妨げるものではない。36	
34	 講和条約、前掲脚注30、第3条。
35	 同上、第五条。
36	 同上、第五条第（a）項。
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以上で明らかなことは、国連加盟国として国
連憲章に規定されている敵国条項を受け入れ、
非武装日本を担保する沖縄を分離し米国の軍政
下に置き、日米安保条約を自発的に締結し、そ
の結果として占領軍が在日米軍として駐留する
ことが規定されているのです。日本の悲劇は、
戦勝国米国が占領時に勝ち取った重要な権利、
つまり国連憲章で保証されているほどに重要な
権利を手放すことはありえなかったし、まして
占領下で、日本政府が占領軍の主張を拒否でき
るような立場にいなかったという事実を認識せ
ず、不幸なことに、その置かれている立ち位置
を意図的に隠蔽してきたことです。それを端的
に裏付けているものが、旧日米安保条約の第一
条なのです。そこには、明白に一方的な米国の
軍隊を配備する権利を規定し、この軍隊は「日本
国の安全に寄与するために使用することができ
る」と日本防衛の義務は米国にはないことを明ら
かにしていたのです。37	これほどに片務的な安全
保障条約を日本は「基地の提供」をして、その見
返りとしての日本の防衛であるという双務性を
主張することが欺瞞であったのです。38	
「歴史というものは、それぞれの政治権力の中
心で書かれるものだ。権力の正当化が、歴史の本
来の使命である」と碩学岡田英弘氏が断言するよう
に、39	歴史は勝者が自らの行為を正当化するもの
なのです。田原総一郎氏によれば、「敗戦という
のは決定的な結果であり弁明のしようのない致命
的な失敗なのである。どうも私たち日本人には、
連合軍がきめつけた“侵略戦争”というよりは敗れ
る戦争をしたことこそが致命的な失敗という認識
が希薄なようだ」と。40	それを、意識的に日本の政
策の失敗を曝せないために、占領下の日本政府は
戦勝国米国の占領軍から渡された英語で書かれて
いた原文を日本語に訳す過程で、戦いに敗れ、本
土は占領され、外国の軍隊つまり異民族に支配さ
れている、という冷酷な現実を曖昧にしたのです。
外国語を日本語に直すプロセスの中で、その訳
された日本語自体が「日本版」としての概念であ
り、日本の中でのみで理解されるものなのです。41	
その最大の悲劇の筆頭に上がるものは、「終戦」と
いう概念です。まず第一に「終戦」という概念には
当事者意識が不在です。「戦争が終わった」とい
う感覚は第三者の傍観者でも言えることであっ
て、直接戦争の当事者であった者にとっては「戦
いに敗けたのか、勝ったのか」という事実認識が
当事者の利害関係を根本的に決定づけるものなの
です。そういう事実認識の輪郭をぼかし、曖昧に
したのが1945年8月15日を「終戦の日」とすること
でした。本来ならば、その日こそ、大日本帝国の
「敗戦の日」なのです。「戦いに敗れた」という事実
認識を妨げている結果、ポツダム宣言受諾から始
まり占領下に作成された日本国憲法、講和条約、
日米安保条約、日米行政協定にまで繋がる一連の
法体系と国連憲章の敵国条項である第107条との
関係が理解できないのです。「敗戦」が認識されな
ければ、戦勝国軍隊による「占領」もないのです。
従って、占領を任務とする連合国軍は「進駐軍」と
呼ばれていました。
1945年8月15日が「終戦の日」として定着してい
けば、「敗戦」という概念は消え失せ、新たな「戦
後」という概念に作り変えられていったのです。
そして、形なりにも占領下の統治が日本政府に
よる間接支配であったのでGHQ司令官マッカー
37	 日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（1951年9月8日）［以下旧日米安保条約］
	 http://www.ioc.u-tokyo.ac.jp/~worldjpn/documents/texts/docs/19510908.T2J.html
38	 豊下樽彦『安保条約の成立』、前掲脚注26、70－76頁参照。
39	 岡田英弘『歴史とはなにか』文春新書、2001年、125頁。
40	 田原総一郎『なぜ日本は「大東亜戦争」を戦ったのか―アジア主義者の夢と挫折』、PHP研究所、2011年。
41	 外国語を日本語で翻訳した言葉という「三重構造」のために、「外国の概念を『日本化』」していくのです。榊原英資『日本人はなぜ国際人にな
れないのか』東洋経済新報社、2010年、22、60頁。
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サー元帥に天皇が利用されれば利用されるほど
に、「敗戦国」が異民族に支配されているという
認識は薄れていたのです。42	まして支配者である
マッカーサー自身から講和条約は早めに結ぶな
どという話が出てくると、43	益々、被占領国・被
支配国という認識が薄れてあたかも日米平等の
関係で安全保障条約の交渉ができると勘違いし
始めたのです。講和条約と日米安全保障条約の
作成に中心的な役割を果たした当時の外務省条
約局長の西村熊雄がそのような期待を持ってい
たことを、頻繁に登場する「相互平等」とか「共同
防衛の関係」などの概念に滲み出ています。44	
しかし、実際の日米間の「戦後」処理に対する
態度には著しい差があったのです。西村も「平
和条約に関する話し合いと、安全保障条約に関
する話し合いとは、性格をまったく別にしたこ
と」を回想しており、45	平和条約に関しては、米
国側は冒頭から、以下のように明確でした。
日本は無条件降伏をしたのであるから、平
和条約は連合国が作る。日本はこれに署名
すればよろしい。我々は日本とネゴシエー
トするために来たのではない。コンサルト
するために来たのだ。46	
一方、「安全保障条約は独立日本とアメリカと
の新たなる協力関係を規定しようとする」もの
であるので、平和条約とは、わけが違うのだか
ら、「これについては、対等者として遠慮なく論
じ合った」と不幸なことに一方的に思っていた
のです。47	したがって、外務事務当局でも、当初
は、「日米相互援助を基礎とする安全保障の構
想」が固まっていったのです。48	そこで出てきた
のが、「日本の安全は国際連合による一般的安
全保障に加えるに、地域的とりきめによる安全
保障」という考え方であったのですが、おそら
く国連憲章第53条にある「地域的取り決め」を十
分に理解できずに「具体的にいかなる地域的と
りきめを作成するべきやの点になると、意見は
まったく分かれて、まとまらなかった」のです。49	
結果としては、米国は、相手国の安全保障に関
して継続的かつ実効的な自助努力と相互援助を
必要とする「ヴァンデンバーグ決議」を盾に取り
日本の「相互平等の相互援助方式」を拒否したの
です。50	
なぜ国連憲章上の「敵国」であった敗戦国であ
る日本の置かれている現実に対する認識がこれ
ほどまでに戦勝国である連合国との認識からか
け離れていたのでしょうか。
大東亜戦争が正式に終わったのは講和条約が
法的に効力を発揮した1952年4月28日なわけで
すから、「終戦の日」と正式に呼べるのは1952年
4月28日なのです。その日こそが日本が再び国
際社会に独立国として認められ、「文字通り日
本は国際社会に復帰」したのです。51	という訳で、
本来ならば、「戦後」は1952年4月28日から始ま
42	 加藤哲郎『象徴天皇制の起源』、平凡新書、2005年。ポツダム宣言第九項にある「日本国軍隊は完全に武装を解除せられ・・・・ 」とあるも
のが実際に履行できたのは天皇の権威のたまものであり、「日本の軍隊が天皇直属の軍隊であり、武装解除の命令が天皇から出たために生
じたものである」。清水幾太郎、前掲脚注11、10頁。
43	 対日講和・安全保障条約に関する国務省文書：「マッカーサーは1947年に早くも占領の仕事はほぼ終了したとして、早期の宥和的な対日講和条約
の締結を唱えた」。Records	Relating	to	the	Japanese	Peace	and	Security	Treaties；available	at	<https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/YF-A10.php>
44	 西村熊雄『サンフランシスコ平和条約・日米安保条約』中公文庫、1999年。
45	 同上、150頁。
46	 同上。
47	 同上、151頁。
48	 同上。
49	 同上。
50	 同上、153頁。
51	 佐伯啓思、前掲脚注2、81頁。
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るのです。そしてそれ以前の期間、つまり1945
年9月2日に東京湾に係留していた米国戦艦ミ
ズリー号甲板上での降伏文書に調印した日から
1952年4月28日までの期間は戦勝国による占領
期なのです。この占領の期間を1945年8月15日
を「終戦の日」とする「戦後」という概念の中に収
めることにより、戦後の日本を支配する一連の
基本的法体系が米国の手により創りだされてき
たという事実を隠蔽してきたのです。52	
なぜこれほどまでに念入りに「敗戦」の当事国
である事実認識を妨げ、戦勝国である米国の支
配を隠蔽する必要があったのでしょうか。
東京裁判の証言台に立った東条英機が「日本臣
民が陛下の御意志に反して、あれこれすること
はありえない」と断言したことが示唆的です。53	
なぜ、ポツダム宣言は難なく履行できたのか。
なぜ、吉田茂が自分の権力の源であるマッカー
サー元帥の背後で「池田ミッション」を敢えて
送ったのか。講和条約調印の儀式に出席するこ
とを執拗に固辞していたにも拘らず、なぜ、突
然、出席することにしたのか。なぜ講和条約の
下で沖縄諸島を含む島嶼が日本の施政権から分
離されたのか。なぜ、安保条約の下で日本の「基
地提供」がなされたのか。これらの基本的な疑問
は日本の対米従属体制を構築する基本構造に関
わるものであり、その全てに昭和天皇の明白な
介入が明らかになっています。54	以上のような疑
問に対する回答が「お上の御意志」である昭和天
皇の立ち位置を知っている日本の政権支配者層
にとって、まさに「陛下の御意志に反して」、憲
法第九条と日米安保条約が創りだす対米従属関
係を修正するような試みなど考えることはあり
得なかったのです。なぜならば、この対米従属
関係こそが昭和天皇と皇室を護り、天皇制を確
かなものとする体制であるからです。55	まして、
豊下樽彦氏が指摘するように、昭和天皇は「講和
条約と安保条約が成立して以降は“後景”の位置
から、日本の政治外交路線がこの枠組みから逸
脱しないように“チェック”する役割を自らに課
し」て来たのですから。56	
III．戦勝国の既得権を守護する「ナパージュ王国」
と日本の実情
ここに『カエルの楽園』57	という、『永遠の0』や
『海賊と呼ばれた男』で一躍ベストセラー作家と
なり、論壇に躍り出た百
ひゃくた
田尚樹氏が著した現代
政治風刺である寓話があります。寓話は、ツチ
ガエルの国、ナパージュ王国を舞台にした話で
すが、その背景としてあるものは、日本の安全
保障問題であり、その核心として存在している
日米関係と日本国憲法、特に憲法第九条の取り
扱い方です。
まず物語は、アマガエルであるソクラテスが
自分の国を凶悪なダルマガエルの群れに襲われ
てしまったために、自国を捨てて、仲間たち60
匹のアマガエルと共に安住の地を求めて旅に出
るところから始まります。そして、旅の途中、
天敵である陸のマムシ、ネズミ、イタチ、川の
イワナ、空のカラス、サギ、モズ、ハト、や沼
地や池にいるトノサマガエル、アカガエル、ヒ
キガエル、などからの攻撃を何とか避けながら、
森を抜け草原にたどり着いた時にはロベルトと
いう旅仲間だけの二人だけになっていました。
52	 同上、76－91頁。
53	 豊下樽彦『昭和天皇』、前掲脚注9、57頁。
54	 豊下樽彦『昭和天皇』、前掲脚注9以外にも、矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、124－266頁。
55	 同上、201頁：「昭和天皇にとっては、戦後において天皇制を防衛する安保体制こそが新たな『国体』となった。
	 つまり『安保国体』の成立である」。
56	 同上、240頁。
57	 百田尚樹『カエルの楽園』新潮社、2016年。
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その二人がたどり着いたところが、「見たことも
ないような美しい湿原」がある「ナパージュ」とい
うツチガエルの王国なのです。58	その「争いや危険
は何もない」59	というナパージュ王国でソクラテ
スとロベルトが遭遇する人たちとの体験話が痛
烈な政治風刺として描かれているのです。その
描写が極めてリアルに現代の日本の実情――独
立心と自分の国を守る気概を喪失した姿――を
反映しています。そこで、ここでは『カエルの楽
園』の考え方の源泉がどこにあるのかを考えなが
ら、失われた独立心と半植民地的境遇から国と
しての主権の回復に何をすべきかを考えてみた
いと思います。
（a）ナパージュ王国の「平和」に関する戒律
このナパージュ王国の国民は、敗戦後の日本と
同じように、「平和を愛するカエル」であることを
自負しており（p.	18）、そこは、「この世界は平和
にできて」おり、「平和が壊れるのは、平和を望
まない心がある」（p.	24）	からであることを疑わな
い、という人が住む「楽園」（p.	20）なのです。60	ソ
クラテスとロベルトはナパージュには「三戒」とい
う「遠い祖先が作ったもの」をずっと守り続けてい
ることを知らされます（p.	26）。この三戒という
ものは、『カエルを信じろ』、『カエルと争うな』、
そして『争うための力を持つな』という三つの戒告
です（p.	27）。この三戒が意味するところは、一
つ目は日本国憲法前文にある「平和を愛する諸国
民の公正と信義に信頼して、われわれの安全と生
存を保持しようと決意した」ことを指し、二つ目
は憲法第九条第一項の「国権の発動たる戦争と、
武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解
決する手段としては、永久にこれを放棄する」に
当たり、三つ目は憲法第九条第二項の「陸海空軍
その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権
は、これを認めない」を示しています。
そしてこの戒めをあたかも戒律のごとく守る
ことによって、ナパージュの人は、たとえ襲われ
ても、争いにならないということを信じているの
です。なぜなら「ぼくらが争わなければ、争いに
はならない」（p.	28）	からだというのです。もっと
も、争いにならないということは、換言すれば、
結果的には「単なる虐殺」（p.	65）として終わること
になるかも知れない、ということには頭が回らな
いのです。この国は「三戒が誕生してから、一度
だって他のカエルに襲われていない」ので、この
平和は三戒の教えのお陰以外にはないと信じてい
るからです（p.	29）。争う必要がないので三戒の一
つである「争うための力を持つな」も同じ精神で作
られたのです。ナパージュの人は生まれながらに
して、体に持っている小さな毒腺を子供のころに
つぶしてしまうのです。「毒なんか持ってるから
争いが起こる」と考えているからです（p.	29）。
ナパージュ王国の南側には巨大な沼があり、そ
の水はどす黒く汚れていて、その匂いが崖の上ま
で漂ってきています。その沼の中には何百匹とい
う「あらゆるカエルを飲みこむ巨大で凶悪な」ウシ
ガエルが棲んでいます（p.	33）。その沼地にはウ
シガエル以外の他のカエルも沢山いるのですが、
年老いたツチガエルの話によると、「毎日、ウシ
ガエルたちに食べられておるよ。風のない日に
は、時々彼らの悲鳴がここまで聞こえてくる」と
いうことです（p.	35）。ソクラテスが「助けてやろ
うとは思わないんですか？」と尋ねても、返って
くる答えは、素っ気ないものでした。「助ける？
どうやって？それにわしらには関係ないことだ。
余計なことをしてウシガエルを怒らせたりした
58	 同上、14－17頁。
59	 同上、17頁。
60	 以下、本文中のページ数は『カエルの楽園』のページを指す。
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ら、いいことはなにもない。ナパージュのカエル
は、他のカエルたちの騒動にはかかわらないの
だ」（p.	35）という自分だけが無事でよければいい
という「一国平和主義」なのです。61	
三戒と「謝りソング」という大勢のツチガエルが
集まるお祭り広場で歌われている少し変わった、
「陰気で湿っぽい歌」（p.	39）がナパージュ王国の心
構えを形成しているのです。
我々は、生まれながらに罪深きカエル
すべての罪は、我らにあり
さあ、今こそみんなで謝ろう（p.	38）
この「謝りソング」は、だれに謝っているのかは
分からないが、「あたしたちの罪を謝ることによっ
て、世界の平和を願っている」（p.	39）	もので、こ
れは「原罪」と言って「私たちの遠い祖先が過去に
犯した過ち」（p.40）	なのです。「謝ることで争いを
避けることができ」ると信じているので、ツチガ
エルたちは「この歌を歌いながら、平和を願って
いる」わけです。ですから、「これは祈りの歌でも
ある」のだといいます。
「遠い過去の過ち」の中には「ナポレオンの岩
場」という「大昔、ここでツチガエルたちが何百
匹も殺されたの」という処があり（p.	43）、その岩
場の下に置かれている石碑には「ごめんなさい」
と文字が刻まれています。「昔、わたしたちの祖
先が悪いことをしたのだ。それでナポレオン岩
場でたくさんのカエルたちが殺された。この石
は、二度とそういうことが起こらないようにと
いう思いを込めて、犠牲になったカエルたちに
謝っているのだ」と説明されています（p.	45）。ロ
ベルトは感激して、「原罪を背負い、すべてのも
のに向かって謝り、祈るというのは、もはや思
想を超えた美ともいえるものだ」（p.	46）と心酔し
てしまうのです。
ナパージュの国で「一番の物知り」といわれ、「毎
日、朝と夜に、ハスの沼地で皆を集めて、いろん
なことを教えて」いるデイブレイクというツチガ
エルによると、「ナパージュの歴史は暗く嫌なも
のです。血塗られた歴史と言えましょう」（p.	56）	
と顔をしかめ、「かつてナパージュのカエルたち
は、周辺のカエルの国を奪い、大勢のカエルたち
を虐殺しました」と義憤あらわにしていました（P.	
57）。そこでロベルトが「今は平和な国になったの
ですね」と確かめると、デイブレイクは、「少し
も平和になどなっていません。それは見せかけの
安
あんのん
穏です。ナパージュのカエルたちを放っておく
と、また周辺のカエルたちに争いをしかけるよう
になります。ナパージュのカエルの本性はそうい
うものなのです。ですから、わたしが毎日こうし
て集会で、みんなの考えが正しい方向に行くよう
に指導しているのです」（p.	37－38）	と自負してい
るのです。
まさにデイブレイクの言っていることは、米
国の対日政策の一環である日米安保体制の「ビン
のふた」論を代弁しているのです。当時の駐沖縄
米軍司令官ヘンリー・C・ストックポール中将は
1990年3月に「誰も再軍備し、再起した日本など欲
しない。だから在日米軍はビンの蓋なのだ」と豪
語できたのです。62	まして、このような「理解」こ
そが米国の一貫した対日占領政策であったし、だ
からこそ現在でもこの「理解」は連綿として米政府
の最高レベルで共有されているのです。1971年7
月に、当時のニクソン政権で安全保障担当の大統
領補佐官ヘンリー・キッシンジャーが北京で周恩
来首相に「我々と日本との防衛関係が日本に侵略
的な政策を追求させなくしている」と言い、「総
理、日本に関しては、貴国の利益と我々の利益と
はとても似通っています。どちらも日本が大々的
61	 鈴木英輔「『一国平和主義』との決別と責任ある積極的な国際貢献のために」『総合政策研究』	No.52,	2016年9月、関西学院大学総合政策学部研
究会、31頁。
62	 『ワシントン・ポスト』紙、1990年3月27日。
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に再軍備した姿を見たくはありません。そこにあ
る我々の基地は純粋に防衛的なもので彼ら自身の
再武装を先送りすることが出来ます」と主張して
いたのです。63	
デイブレイクはさらに、「もし、わたしがいな
ければ、ナパージュのカエルたちは再び周辺の
カエルたちを殺しに行くでしょう。哀れなこと
に、彼らは自分たちのことを何も知らないので
す。彼らを自由にさせれば、どんどん残虐なカ
エルになっていってしまいます。わたしがこう
して毎日、朝と夜に『正しく生きる道』を説いて
いるからこそ、彼らはなんとか悪い行いをせず
に生きています。もしわたしが倒れれば、この
国はどうなるか――それを考えると、心休まる
時はありません」と涙を流しました（P.	58）。デイ
ブレイクの主張は米国の主張と同じなのです。
日本人であれば、これほど無責任で自虐的な
言い訳は他に例を見ないものです。日本人を誰
もが一人残らず、あたかも遺伝的に生まれなが
らに残虐な行為をするようになるものと断定し
ているのですから。にも拘らず当のご本人デイ
ブレイクは、あれほど残虐なツチガエル（日本
人）の血を持っていることには無頓着なのです。
ご本人は例外であると自負しているのでしょう。
（b）「ナパージュ王国」、つまり日本の真の支配者
デイブレイクにとっては、「過去に自分たちの
祖先がいかにひどいことをしてきたかというこ
とを、繰り返し教え」ることと、「自分の本質は
悪いカエルであるということを知れば、カエル
は悪いことをしません」（p.	60）という教えが「三
戒」であり、「謝りソング」なのです。
「それは違うぞ」と「草むらの陰から一匹の薄汚
れた老ツチガエル」が現れました（P.	61）。ハン
ドレッドです。彼が言うのには、ナパージュが
争うこともなく長らく平和を保つことができた
のは、デイブレイクが教えるように、「三戒」な
どのお陰ではない、と言うのです。彼は、「ウシ
ガエルたちがこの国を襲わなかったのは、少し
前まで、連中の多くがオタマジャクシだったり、
病気で弱っていたからだ」と説明するのでした
（p.	65）。
そのことは、世界的に著名な戦略家であるエ
ドワード・ルトワック氏が説くように、中国は、
毛沢東の恐怖政治が毛の死とともに終焉し、そ
の後を引きついた鄧小平の経済開放路線も1989
年の天安門虐殺事件で挫折したものの、2000年
ごろからは積極的にその発展する経済力に軸を
置く平和路線に移行して、国際社会に対して中
国の台頭が脅威とならないように気を配ってい
たからです。64	まさに、鄧小平の推奨した「韜
とう
光
こう
養
よう
晦
かい
・有所作為」（能力を隠し、力を蓄え、取る
べきものは最低限取る）の外交政策の実践であっ
たのです。つまり「この当時の中国は、どの国に
とっても恐ろしい存在ではなかったし、国際秩
序に対しても脅威になっていなかった。領海や
国連海洋法条約、それに国際的な金融取引の取
り決めなど、私的・公的を問わず、中国は実に
多くの面で国際法を守っていた」からです。65	それ
と、スチームボートが自負するように、ナパー
ジュにとっては、「偉大なるスチームボート様が
いるからだ」と言うのです。このスチームボート
こそ、「ナパージュの僭主」であり、「この国の本
当の支配者」として「東の岩山の頂上に棲んでい
る」巨大なワシなのです（p.	66－67）。
ナパージュの三戒は、「あれはわしが作ったも
のだ」（p.	70）とスチームボートは断言しているの
です。ソクラテスがナパージュのカエルは自分た
ちの先祖が作ったものだと言っていることを伝え
63	 『周恩来・キッシンジャー機密会談記録』毛利和子・増田弘訳、岩波書店、2004年、39頁。
64	 エドワード・ルトワック『中
チャイナ
国4.0―暴発する中華帝国』、文春新書、奥山眞司訳、2016年、18－22頁。
65	 同上、19頁。
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ると、「それは嘘だ。わしがカエルたちに作れと
命じて、彼らはその通りに作った。それで、カエ
ルたちは自分たちが作ったつもりでいるのだろ
う」（p.	70）と言うのです。66	さらにスチームボート
は「三戒の中にある『カエル』という言葉は、もと
もと『スチームボート様』だったのだ」（p.	71）とい
う驚くべきことを言うのです。もっとも、日本国
憲法がGHQによって創られたということは既に
明らかになっているように、本来占領軍である米
軍が日米安保条約の下で単に在日米軍（駐留軍）と
名称が変更しただけのことであり、その実態は、
旧日米安保条約の下での「日米行政協定」と新日米
安保条約の下での「日米地位協定」との間には実質
的な違いはなく、「アメリカが占領中に持ってい
た軍事活動のための・・・権限と・・・権利を、
アメリカのために保護しているのです。」67	
でも、ソクラテスやロベルトが驚くことも不
思議ではないのです。今や、日本の敗戦を決定
した「ポツダム宣言」を読んだことがない人が沢
山いるのですから。「ポツダム宣言」の受諾によ
り、その後の正式な（1）「降伏文書」、（2）一般命
令第一号、（3）天皇の布告文はすべてもともと英
語で書かれており、その英語の原文をもとにし
て戦勝国米国の指示により日本語の文書として
書かされたものなのです。68	ですから、敗戦後の
連合国と言っても実際は米国の対日占領政策は
戦勝国米国の利益のためにあったのです。日本
は敗戦後米国の植民地同然の扱いを受けてきた
のです。
2015年以来「立憲主義」に関する議論が盛んに
おこなわれていますが、そもそも、この議論の
対象である日本国憲法はその制定時において無
効であったのです。まして、1907年のハーグ陸
戦条約の第43条には、「占領者は、絶対的な支障
がない限り、占領地の現行法律を尊重する」とい
う規定に反することは言うまでもなく、日本国
憲法を創るべき主体であるべき「主権者」は勿論
の事、その代表者であるべき帝国議会の議員で
すら実質の権限を持たず、日本のすべての権威・
権限はマッカーサーの権威と権限に従属してい
たのです。それなのに、現在「立憲主義」を声高
らかに叫ぶ憲法学者は誰一人として、日本国憲
法こそ「立憲主義」の否定の上に創り出されてき
たことには全く目をつぶってきたのです。69	
いかなる憲法でも一国の基本法である憲法は
「主権者」たるものが制定するはずです。その主
権者が君主であろうとも、「市民革命」を経た市
民・国民であってもです。ですから、日本国憲
法には主権在民の原則の下に、その前文で「日
本国民は・・・ここに主権が国民に存すること
を宣言し、この憲法を確定する」と記されてい
ます。とはいうものの、憲法が制定された当時
には、敗戦国日本は占領下にあり、主権などと
言うものは喪失していたのです。主権者不在の
ままに憲法を制定したのですから、本来この日
本国憲法は効力を持ち得なかったのです。そん
な無効である憲法が現在合法であるとみなされ
るのは、 政
まつりごと
をつかさどる支配者が、戦勝国米国
の軍事力に護られながらその違法な憲法に則っ
て政を継続的にかつ実効的に支配してきたとい
うことが、時の経過とともに、漸次、その憲法
に「権威」を創り出し、その憲法の本来の違法性	
を払拭しつつ、「正統性」を付与してきたからで
す。70	
66	 古関彰一、前掲脚注12、3－24頁。
67	 矢部宏治、『日本はなぜ』、前掲脚注15、126－128頁。矢部宏治『戦争ができる国』、前掲脚注15、49－133頁。
68	 矢部宏治『日本はなぜ』、126－128、146頁。
69	 同上、157－190頁。
70	 See	Harold	D.	Lasswell	&	Myres	S.	McDougal,	Jurisprudence	for	a	Free	Society:	Studies	in	Law,	Science	and	Policy	26－27	（New	Haven:	
New	Haven	Press/Dordrecht:	Martinus	Nijhoff	Publishers,	1992）;	鈴木英輔「政策決定への理論」『総合政策研究』No.	48,	2014年11月、関西学
院大学総合政策学部研究会、65頁参照。
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では、だれが実際の実効力としての権力を以っ
て憲法を書き制定したのでしょうか。それは言わ
ずもがな、連合国最高総司令官マッカーサー元帥
率いるGHQだったのです。古関彰一氏が提起す
るように「問われているのは、『戦争放棄を憲法条
項にしたのは誰か』であって、『戦争放棄構想の発
案者は誰か』ではない、ということ」71	なのです。
すでに述べたように、1945年9月2日に署名した
「降伏文書」には「天皇及日本国政府の国家統治の
権限は本降伏条項を実施する為適当と認むる措置
を執る連合国最高司令官の制限の下に」従属する
と規定されていたのです。つまり、1945年9月2日
の降伏文書に署名したこの時に日本国は正式に独
立国家としての主権を失ったのです。
日本国憲法の制定過程などと言うものも、その
実態はGHQの厳しい検閲の下に、江藤淳が著した
『閉ざされた言語空間－占領軍の検閲と戦後日本』72	
に詳細に解明されているように、憲法草案の執筆
やそれに関する一切の言及は禁じられており、そ
の草案を審議したという「帝国議会」はどうかと言
えば、
そもそもGHQが憲法草案を書く直前の1946
年1月には、466人いた衆議院議員（解散中）
のうち381人、なんと全体の82パーセントが
GHQによって「不適格」と判断され、公職追
放されていたのです。彼らは憲法改正を審議
した第90回帝国議会（1946年6月20日―10月11
日）の議員を選んだ、同年4月の総選挙に立候
補することができませんでした。73	
そういう事実を隠蔽して、本当は日本人が書い
たなどと言ったり、ロベルトのように「もともと
はスチームボートが作らせたとしても、三戒はや
はり素晴らしいものだと思う。成り立ちはともか
く、出来上がったものはそれを純粋に評価すべき
じゃないか。最初はスチームボートのために作ら
れたものだったかもしれないが、ナパージュのカ
エルたちが自分たちのものとしたんだ」（p.	75－
76）と言うのも本末転倒しているのです。74	
柄谷行人氏が「憲法九条が強制されたものだと
いうことと、日本人がそれを自主的に受け入れ
たこととは、矛盾しないのです」75	と言うときに
は、どのような政治状況の下で「自主的に受け入
れた」のかと言う根本的な問題に対して十分な吟
味をしていないのではないかと思います。敗戦
後の日本の憲法学界を牽引し、「日本の憲法学の
最高権威」とまで言われた「体制迎合派の代表的
存在」76	である宮沢俊義・東京大学法学部教授の
言う「八月革命」論を容認しているのです。柄谷
氏は「日本が1945年8月にポツダム宣言を受諾し
たとき、主権の所在が天皇から国民に変更され
た。これは法的な意味で『革命』である。そして、
この変更は連合軍諸国によって承認された。こ
の時点で、旧憲法は国民主権と矛盾する限りで
効力を失った、というわけです。ゆえに新憲法
を制定した帝国議会は、すでに国民主権にもと
づくものであり、そこで承認された新憲法は正
当である、ということになります」と言明し、77	
「それは、『八月革命』と呼ぶべき変化なのです」
と是認しているのです。78	
71	 古関彰一、前掲脚注12、9頁。
72	 江藤淳『閉ざされた言語空間―占領軍の検閲と戦後日本』文春文庫、1994年。
73	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、162－163頁。　この点は増田弘『公職追放論』、岩波書店、1998年による。
74	 矢部氏が言うように、「『内容が良ければ、だれが書いたかなんて、どうでもいいんだ』などと言います。よくありません。それはまったく
のまちがいです。憲法と言うのは国家を運営する上での原理原則、根幹です。そこにあきらかなウソがあっては、枝葉の部分はめちゃく
ちゃになってしまうのです。それがいまの日本なの」です。同上、164頁。
75	 柄谷行人『憲法の無意識』岩波新書、2016年、19頁。
76	 矢部宏治、『日本はなぜ』、前掲脚注15、167頁。
77	 柄谷行人、前掲脚注75、52頁。
78	 同上、72頁。
65
E.Suzuki,    Thou Shalt Not Shame Thy Name: For the Clearance of Japan’s Subjugated Relationship with the United States
しかし、すでに述べたように「新憲法を制定し
た帝国議会」というものは、GHQの絶対的なコ
ントロールに置かれており、江藤淳の言う「閉ざ
された言語空間」の下では「国民主権」を行使で
きるような状況にいなかったことは否定できな
いのです。にも拘らず、「そこで承認された新憲
法」を「正当である」とみなすことは、まさに「無
意識」のうちにその時の体制に迎合しているので
しょう。
IV．カントの「永遠平和」と憲法第九条の実態
カントは「一つの世界共和国という積極的理
念」79	ではなく、「戦争を防止し、持続しながら絶
えず拡大する連
、 、
合という消
、 、 、 、
極的な代替物のみが、
法をきらう好戦的な傾向の流れを阻止できる」も
のであると考え、自由な諸国家の連合を提案し
たのです。80	この諸国家連合は「何らかの国家権力
を手に入れること」ではなく、「もっぱらある国家
そのもののための自
、 、
由と、それと連合したほか
の諸国家の自
、 、
由とを維持し、保障すること」だと
言っています。81	カントは、「様々な民族がそれぞ
れ異なった国家を形成すべきで、一つの国家に
融合すべきではない」という信念を持っていたの
です。82	単一の「世界共和国」ではなく、複数の地
域主義に則った諸国連合を考えていたのです。83	
カントの求めた平和は、専制主義のように「あら
ゆる力を弱めることによってではなく、極めて
生き生きとした競争による力の均衡によっても
たらされ、確保される」ものです。84	というのも、
カントが言明するように「国家は、国家それ自身
以外のなにものにも支配されたり、処理された
りしてはならない人間社会」だからです。85	まし
て、カントは、「人間は同類の他者のなかで生き
てゆく場合に一
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、
人の支配者を必要とする動物だ
ということ」を認めており、86	人間は、「その人固
有の意志を砕き、各人が自由となりうる普遍妥
当的意志に従うよう強制する一人の支
、 、 、
配者を必
要とする」と説明しており、87	さらに、「この支配
者もやはり同様に一人の支配者を必要とする動
物である」と断言しているのです。88	
但し、カントが期待した「永遠平和」を創り出す
当事者である「共和国」に対する思いは実際の姿と
は異なるものですが、以下のように期待に満ちた
ものでした。
もし幸運にもある強力で啓蒙された民族が一
共和国（共和国は、その本性上、必然的に永
遠平和を好むが）を形成することができたら、
この共和国がほかの諸国家に対して連合的結
合のかなめの役をはたすからで、その結果諸
国家はこの結合に加盟し、こうして諸国家の
自由な状態は国際法の理念に即して保障さ
れ、連合はこの種の多くの結合を通じて次第
に遠くまで拡がっていくのである。89	
79	 エマヌエル・カント『永遠平和のために』岩波文庫、宇都宮芳明訳、1985年［以下『永遠平和』］、47頁。
80	 同上。強調の傍点は原文のまま。
81	 同上、45頁。強調の傍点は原文のまま。
82	 同上、40頁。
83	 エマヌエル・カント「世界市民的見地における普遍史の理念」福田喜一郎訳、『カント全集14　歴史哲学論集』岩波書店、2000年、1頁［以下
『普遍史』］、第七命題14頁。強調の傍点は原文のまま。また、鈴木英輔「国家と『世界市民』とグローバル・スタンダード」『総合政策研究』
No.	43,	2013年3月、関西学院大学総合政策学部研究会、61－64頁参照。
84	 エマヌエル・カント『永遠平和』、前掲脚注79、72－73頁。
85	 同上、15頁。
86	 エマヌエル・カント『普遍史』、前掲脚注83、第六命題、11頁（強調の傍点は原文のまま）。
87	 同上。強調の傍点は原文のまま。
88	 同上。
89	 エマヌエル・カント『永遠平和』、前掲脚注79、45頁
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残念ながら、その現実は、カントの思いにはほ
ど遠く、「共和国は、その本性上、必然的に永遠
平和を好む」国だけではありませんでした。従っ
て、柄谷氏が「カントの平和論が日本の憲法九条
に結実するにいたった過程」90	と「徳川の平和」を
「戦後憲法九条の先行形態」91	と見なすことには無
理な飛躍があると考えます。
カントは、その『普遍史』のなかで「永遠平和」な
どは人間の善意とか道徳観などによって達成さ
れるべきものではない、ということを断言してお
り、人間が本来持つ性質である「敵対関係」、つま
り「非社交的社交性」のために他人との関係におい
て自ら無制限の自由を排他的に享受しようとする
傾向があるので、自分の自由と他人の自由が共存
するためには、戦争による解決しかないと言って
いるのです。92	カントの云うその戦争は完全なる
「合法則的市民体制」を創るためのものであり、市
民革命を意味しています。つまり、「完
、 、 、 、 、
全な市民
的
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、
体制を達成するという問題は合法則的な対外的
国
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、
家関係という問題に左右されるので、この後者
の
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、
問題を別にして解決されうるものではない」と
いうのです。93	そのような市民革命を経たそれぞ
れの国家がともに連携して創り上げるのが「諸国
家連合」と呼ばれるものなのです。ですから1784
年に『普遍史』を上梓した10年後に著した『永遠平
和』のなかで、カントは「一つの世界共和国という
積極的理念」を退けているのです。94	カントは「戦
争はすべて、国家間の新しい関係を実現し、破
壊によって、少なくともすべての国家の解体に
よって新しい国家組織体を形成する」と述べ、「こ
の新しい国家組織体は自らを維持できず、また
国
、 、 、 、 、 、 、 、
家組織体相互間でも自分を維持できなくなる」
と複数の新しい国家組織体を考えていたのです。95	
ということを考えれば、カントの云う「諸国家連
合」は必ずしも一つだけの「諸国家連合」ではなく、
複数の「諸国家連合」が存在しても、その本来の目
的である「何らかの国家権力を手に入れること」で
はなく、「もっぱらある国家そのもののための自
由と、それと連合したほかの諸国家の自由とを維
持し、保障すること」96	を否定することにはならな
いからです。それこそが選択の自由を守り個人の
尊厳と多様性を尊重することになるからです。
以上のことから明らかになるのは、柄谷行人氏
が断言する以下の結論はカントの言葉から導かれ
るものではなく柄谷氏自身の考えの押し付けだと
考えます。
カントがいう「永遠平和」とは、たんなる「休
戦」ではなく、戦争の原因である国家間の敵
対性が終わることです。それは実質的には
「国家の揚棄」を意味します。国家は他の国家
に対してあるのだから、そこに敵対性がなく
なるならば、国家は存在しなくなる。厳密に
言うと、社会的国家は残りますが、政治的国
家は消滅する。カントがいう「世界共和国」と
は、そのような状態です。97	
カントは、『普遍史』のなかで、人間の本質であ
る「敵対関係」や「非社交的社交性」は消え去ること
はないことを認識しており、その本質を制御する
ために執るべきことは、「国際同盟」を結ぶことに
あると言明しているのです。98	もちろん、それは
90	 柄谷行人、前掲脚注75、83頁。
91	 同上、79頁。
92	 エマヌエル・カント『普遍史』、前掲脚注83、第4命題、8頁。
93	 同上、第7命題、12頁。強調の傍点は原文のまま。
94	 ヱマヌエル・カント『永遠平和』、前掲脚注79、47頁。第六命題、14頁。
95	 エマヌエル・カント『普遍史』、前掲脚注83、第七命題、14頁。
96	 同上。
97	 柄谷行人、前掲脚注73、106頁。
98	 エマヌエル・カント『普遍史』、前掲脚注83、第7命題、12－16頁。
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柄谷氏のいう「政治的国家」が消滅することではな
いのです。なぜならば、対外的には、できる限り
立派な市民体制と共通な合意と立法により、市民
共同体のように自動的に維持されるような新しい
国家組織を創るからです。99	
柄谷氏の好む「徳川の平和」100	は、一国だけの天
下を収めた徳川が新たに敷いた武家諸法度に基づ
き幕藩体制の下で諸大名を統制していたものであ
り、その根底には豊臣秀吉が強制した「刀狩り」が
あったのです。つまり、農民が一揆を起こすこと
ができないようにしたのです。一揆ができないと
いう社会的条件が存在するということは、市民革
命を起こすことができないことに通じるのです。
独立した主権国家の連合諸国が手にした敗戦後の
「平和」、単に5年ももたなかったその「平和」を前
提とした新憲法とを同じ普遍性を共有するカント
の「永遠平和」と同系列にあるものとみなし、「徳
川の『国制』こそ、戦後憲法九条の先行形態であ
る」とすることに、無理があるのです。101	「徳川の
平和」を「戦後憲法九条の先行形態」と見ることは、
その平和を創ってきた徳川幕府が敷いた幕藩体制
の執行者としての中央集権的性格の強い幕府の存
在を無視しているのです。つまり、柄谷氏の言う
ように「徳川の平和」がカントの「永遠平和」へと繋
がるものであれば、「徳川の平和」も「革命」を経た
「共和国」の成立とそれらの共和国諸国の連合で
す。但し、柄谷氏によると、その「永遠平和」は、
「人々が善意によって実現するような理想」ではな
く、「戦争であり、人間の『反社会性』によっても
たらせる」というのです。102	「徳川の平和」は豊臣と
の戦いに勝利して達成できたものですから、カン
トの言う「戦争であり、人間の『反社会性』に依っ
ていると考えられますが、市民による「革命」を経
たものではなかったのです。それどころか、「徳
川の平和」が可能であったのは、ヘーゲルの主張
する「永遠平和」の必須要件である覇権国家の存在
なのです。そしてこの「徳川の平和」は一つの国が
天下であった場合であって、その「徳川の天下」の
平和、つまり「徳川の『国制』」は、「永遠平和」に不
可欠であると言われる「合法則的な対外的国家関
係という問題」103	を「鎖国」により遮断することで
維持されてきたからです。そしてその「徳川の平
和」は外国勢による黒船の到来により、もろくも
崩壊したのです。
そのような「徳川の平和」の天下に「戦後憲法九条
の先行形態」を見ることが現在の敗戦後の憲法第九
条の下で執られている「一国平和主義」と日本版「国
連中心主義」になるのでしょう。そのことを如実に
露呈しているのが柄谷氏の以下の発言です。
日本の政府はずっと国連の常任理事国になる
ことを切望していますが、本当にそうしたい
なら、簡単です。九条を実行すると国連総会
で宣言すればよい。日本はすぐに常任理事国
になれます。現在の常任理事国が反対して
も、多数が賛成して国連総会で承認されるで
しょう。104	
そもそも、国連総会にそんな決定をする権限は
ないのです。
不幸なことに、敗戦後の覇者としての連合軍は
五年も経たずに覇者としての責任を果たすことが
できなくなりました。そもそも、「徳川の平和」と
いう「徳川の天下」での平和を「主権平等」と「内政
不干渉」という原則の下に構築された多国間での
国際秩序に重ねることに無理があるのです。そこ
99	 同上、14頁。
100	 柄谷行人、前掲脚注73、71頁。
101	 同上、79頁。
102	 同上、103頁。
103	 エマヌエル・カント『普遍史』、前掲脚注83、第七命題、12頁。
104	 柄谷行人・大澤真幸「対談：九条　もう一つの謎」、岩波書店『世界』、2016年7月号、97頁、105頁。
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には「徳川の平和」の時に「鎖国論」を著した長崎出
島でオランダの商館で医師として勤務していたケ
ンペルの「平和論」にも関連しているのです。ケン
ペルは所謂「鎖国」は日本のためにとても良い制度
であったと称賛していたのです。日本経済は自給
自足しているので外国との交易は必要ではなく、
100年戦争、30年戦争などを絶え間なく続いた
ヨーロッパの戦乱の歴史を実体験として持つケン
ペルにとっては「戦いのない国」を望んでいたこと
は明らかなことでした。ですからケンペルは戦争
のない「徳川の平和」が保たれたのは鎖国のお陰で
あり、それ以外にはないと断言したのです。その
ようなケンペルの考え方に影響を受けたのがカン
トだったのです。彼は『永遠平和』の中でケンペル
に同調して、日本は「来訪者すらもヨーロッパ民
族のうち一民族にすぎないオランダ人だけに許可
し、しかもその際に彼らを囚人のように扱い、自
国民との交際から閉め出した」措置をとったのは
「賢明であった」と述べています。105	
鎖国を敷いた日本を「賢明であった」と褒めてい
ても、カントはいかに西洋諸国がアジアやアフリ
カの国々を“文明化”するという口実の下での植民
地化を通して行われた侵略と搾取の長い歴史の被
害にあわなかったのは、カントが「永遠平和」に不
可欠であるとした「合法則的な対外的国家関係」を
否定したおかげであったことには全く関心を示さ
なかったのです。
同じような考え方は、『カエルの楽園』と言わ
れるナパージュ王国でも蔓延しているようです。
デイブレイクにとっては、ナパージュの「真の自
由と独立、そして本当の平和」を得るためには、
三戒を守り『謝りソング』を歌っていれば良いの
で、ロベルトが説くように、「争いが起こらない
ということを前提に考えることが大事」なので
す。「争いが起こらないとすれば、当然、毒腺な
どはまったく無意味なもの」（p.	80）になります。
そこで、このような思考をすれば、当然、「争
いを避けることのほうがずっと大事だ」（p.	114）
と言うことになります。その結果、長い間ウシ
ガエルは崖の壁の中腹までしか登ってこなかっ
たのに、これまでのように、崖の壁の真ん中か
ら上半分はナパージュのもの、下半分はウシガ
エルたちのものと言う不文律を破って「今では崖
のふちの近くまで来ていた」（p.	117）という現実
に直面しても、「そんなもの破られたところで、
どうということはありません。なぜなら、崖の
壁の部分は、ナパージュにとって何も重要なも
のではないからです。それとも、あなたはそん
などうでもいい壁ごときで、ウシガエルと争い
たいと言うのでしょうか？ウシガエルと争うと
いうことはどういうことかわかっているのです
か。大勢のツチガエルが死ぬことになるんです
よ。そのうえ、たとえ勝ったところで、何の役
にも立たない崖の壁を手に入れるだけのことで
す。つまり、そんな争いはまったく無意味とい
うことなのです。そんなことは絶対に行っては
なりません。皆さん、そうではありませんか」（p.	
119）とデイブレイクに言われると、ソクラテス
でも「たしかに、役にも立たない崖の壁をめぐっ
て命を失うような争いをするのは無意味だとい
うデイブレイクの言い分は理解」（p.	119）できる
気になるのです。
そこでナパージュの元老会議が招集されました
が、何もしなければ、彼らが南の崖を登ってきて
も、「それならばいいのではないか」（p.	124）とい
う答えでした。その答えに不満な「一番若い元老
で、いうことがいつも過激」（p.120）なプロメテウ
スが「では、ナパージュの国の意味はなんでしょ
105	 エマヌエル・カント『永遠平和』前掲脚注79、51－52頁。「ケンペルにとって最も重要なことは、日本の場合、安全と平和の維持のため、世
界のその他の国々から自分を隔絶することが必要となった、ということである。」B/M/ボダルト＝ベイリー著『ケンペル』中直一訳、ミネル
ヴァ書房、2009年、247頁。カントは『永遠平和』の中でケンペルの名前を挙げていませんが「カントの講義を聴講した学生が残したノート
によると、カントはケーニヒスベルク大学における世界地理の講義の中でケンペルの著作を引き合いに出しており、このことからもカン
トがケンペルの著作に親しんでいたことが知られる。」B/M/ボダルト＝ベイリー、同上、247－248頁。
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う。南のウシガエルが自由にナパージュに出入り
してもいいとなれば、ここが私たちの国であると
いう意味はどこにありますか？」（p.	124－125）と
聞いても元老は答えられず、結局、元老会議は何
も決めることできずに散会したのでした。
プロメテウスが言ったことは、何も寓話だけの
話ではなく、実際に現在日本の中で起きているこ
となのです。日本には、宗主国米国に対しては国
境がないのです。前にも引用した矢部氏の話を聞
いてみましょう。
太平洋上空から首都圏全体をおおう巨大な空
域が米軍によって支配されています。日本の
飛行機はそこを飛べませんし、米軍から情報
をもらわなければ、どんな飛行機が飛んでい
るかもわかりません。
そしてその管理空域の下には、横田や厚木、
座間、横須賀などといった、沖縄並みの巨大
な米軍基地が首都東京を取りかこむように存
在しており、それらの基地の内側は日米地位
協定によって治外法権状態であることが画定
しています。このふたつの確定した事実から
導かれる論理的結論は、「日本には国境がな
い」という事実です。106	
「国境がない」ということは国際法上一つの「主
権国家」として他国から承認される必須要件とさ
れる、領土、人口とその二つを支配する統治機構
（政府）という三要素の一つである領域がないのに
等しいのです。「国家」が国際法上の国家として承
認を受ける以前には、国内的に統治者が主権者で
あると誇示しても、対外的には主権国家として認
められていないのです。対外的な主権は他国から
承認を受けてのみ発生するのです。対米関係にお
いて、敗戦国日本は所詮、植民地であって、宗主
国米国には従属しなければいけないのです。
そうこうしている内に、今度はウシガエルが南
の崖の上に二匹現れたという情報が入りました。
元老会議が開かれても、議論は平行線をたどり、
全く埒（らち）が開きません。そこで、プロメテウ
スが「スチームボートに、南の崖を見張ってもら
うというのはどうでしょう」（p.	135）と別の提案
をすると、他の元老はその提案をしぶしぶ受け入
れ、プロメテウスがスチームボートに直接そのこ
とを頼みに行くことになりました。翌日、元老会
議にその結果を報告した際に、「スチームボート
は、自分がウシガエルを追い払うときにはツチガ
エルも一緒に戦うように」（p.	137）という提案を
してきたことを伝えました。元老たちの反応は一
斉に、「それはならん！」、「そんなことをすれば、
完全に三戒違反だ！」（p.	137）などと元老会議は
騒然となりました。
いろいろの議論の結果分かってきたことは、ス
チームボートがナパージュを守るために戦ってい
ても、ナパージュのツチガエルはスチームボート
を援助できないということと、またスチームボー
トが、タカや狐などの敵に襲われてもツチガエル
はその毒腺を使って助けることもできないという
ことです。これに関して、「一番の年長者で長と
呼ばれて」（p.	120）いる元老のガルディアンが「ス
チームボートの戦いに参加させられる」というよ
うなことは「話にならん！」と吐き捨てるように
言ってました	（p.	139）。ガルディアンは、「スチー
ムボートはツチガエルを家来にして、自分の戦い
に自由に使おうとしているのがわからんのか。そ
んな条件を呑めば、我らはスチームボートの背
中に乗せられて、世界中で争うことになる。し
かもスチームボートがやりたがっている戦い」（p.	
139）となることを危惧しているのです。
このガルディアンの考えは保守派の言論を指導
してきた江藤淳にしても、「私は政治的には中道・
リベラル派の人間」と自負している矢部宏治氏に
106	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、74－75頁。
70
Journal  of  Policy  Studies   No.53  (March  2017)
しても、左右の区別なく発せられるものです。江
藤淳は日本の自衛隊は、「あくまでもアメリカの
世界戦略条の補完的軍事力であって、北東アジア
の日本戦域における現地人を充当した地域・戦術
的部隊である、と規定されているはず」107	と言明
しているし、矢部氏はさらに、「オモテの憲法を
どう変えても、その上位法である安保法体系、密
約法体系との関係を修正しない限り、『戦時には
自衛隊は在日米軍の指揮下に入る』ことになる。
『戦力』や『行動の自由』をもてばもつほど、米軍の
世界戦略のもとで、より便利に、そして従属的に
使われるというパラドックスにおちいってしまい
ます」と警告しているのです。108	
しかし、同盟国アメリカ側の理解は少し違う
ようです。すでに明らかなように、前述のルト
ワック氏によると、「日本は国家安全保障面でア
メリカから独立していないからだ。だからこそ、
中国からのあらゆる圧力は、アメリカ側にその
まま受け渡される形となった。いわば、アメリ
カへの『バックパッシング』（buck-passing）、つ
まり「責任転嫁」である」と言います。109	それは、
尖閣諸島防衛に関しての米軍の参加に関する疑問
です。「中国の脅威から積極的に守ってくれ」110	と
いう日本からの要請が日米関係に厄介な問題を生
じることになったというのです。米国が日本の
防衛に関して戦略面で日本を守ること自体には、
何ら問題はないのです。ミサイル防衛システム
も、米軍基地もその他の設備・装備が存在し、
空母も派遣されているのですから。「ところが中
国の脅威というのは、その性質が異なる。日本
本土への侵攻というより、離島の占拠だからだ。
率直に言って、アメリカは、現状では日本の島
の防衛までは面倒を見切れない」という。111	なぜか
と言えば、「たしかにアメリカという同盟国は、
日本を『守る』能力と意志を持っている。しかし、
この『守る』とは、『日本の根幹としての統治機構
システムを守る』という意味である。中国軍が日
本の本州に上陸しようとしても、アメリカはそ
れを阻止できるが、そのアメリカも、ほとんど
人が住んでいないような、日本の一つ一つの島
まで積極的に守ることはできない。端的に言っ
て、これを守るのは、完全に日本側の責任だ」と
いうのです。112	
もっともこのことは既に、2005年10月に発表
された「日米同盟：未来のための変革と再編」113	
という日米合意文書の中に、「日本は、弾道ミサ
イル攻撃やゲリラ、特殊部隊による攻撃、島嶼
部への侵略といった、新たな脅威や多様な事態
への対処を含めて、自らを防衛し、周辺事態に
対応する」と明記されているわけです。つまり尖
閣諸島のような島嶼防衛は、当然のこととして
日本の責任なのです。残念ながら、日本の政策
論争には、「自衛権」の保持を認めながらも、そ
の権利を行使するのにどのような手段をとるか
という問題に真摯に向かい合ってこなかったの
です。現在の安全保障は一国だけでその目的を
十分に果たす事ができる国はいまどきどこにも
存在しないのが冷酷な現実なのです。同じ利益
を共有する友好国が協力・連携しあい、相互に
補完しあい合同に作戦を遂行するのが合理的で
あり、実効力を高めることなのです。ましてや、
安全保障条約を結んでいる同盟国間においては、
それぞれの国力の差、軍備の差、国内環境、特
にその政治状況の差にかんがみて、同盟国それ
107	 江藤淳『日米戦争は終わっていない』文芸春秋ネスコ、1987年、86頁。
108	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、275頁。
109	 エドワード・ルトワック、前掲脚注64、148頁。
110	 同上。
111	 同上。
112	 同上、149頁。
113	「日米同盟：未来のための変革と再編」2005年10月29日。<http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/henkaku_saihen.html>
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ぞれが持つ資源・国力に合った役割の分担とそ
の成果を共有することは当然なことです。114	
大東亜戦争の敗北によって多くの日本人がより
早く手に入れた生き甲斐は、ナパージュ王国のツ
チガエルの態度に見えるように、福田恒存の言葉
を使えば、「戦争犯罪に対する懺
ざ ん げ
悔の心であり、
贖
しょくざい
罪意識」115	であったのです。でも、その意識を
具体的にどのような行動・行為に転化することに
はあまり関心がなかったのです。福田恒存が言う
ように、「戦争に対する罪悪感が実際にどういふ
効果を発揮したかを殆ど問題にする必要が無かっ
た様に、戦争に対する罪悪感が実際にどういふ形
を採って現われたかといふ事も殆ど問題にする必
要」が無かったのです。そこに必要だったのは「心
の拠
よ
り処
どころ
であり、それはすべて平和憲法に預けた
格好になってゐた」のです。116	福田はこれを「二重
の皮肉」だ、と言っています。「第一に、罪悪感と
いふ消極的な概念に生き甲斐を求めた事であり、
第二に、それを積極的な誇りに転用したこと」だ
と断言しています。117	後者は特に、世界唯一の被
爆国としての特異な立場の訴えには、戦時中原爆
開発に力を注いていた事実や、原爆を保持してい
たならば、その原爆を使っていたであろうという
ことには全くというほどに言及されていないとい
う処に顕著に見られます。
V．贖罪としての「絶対平和主義」と国防意識の喪失
どこの国の憲法でも、国家として固有の自衛
権の保持をその国の憲法に明記する必要はない
のです。ちょうど戦争を違法化した「不戦条約」
が条約本文の中に自衛権を明記せずにも、国家
として当然持つものと理解されているのと同じ
ことなのです。よって、この固有の権利が否定
されるためには明示的にその旨規定されなけれ
ばならないはずなのです。
その定義の論理的結末は、第九条で禁止され
ている「武力の行使」を伴わない「自衛権」論が登場
し、「武力」の代替として「実力」という言葉が使わ
れ、その「実力」が第九条の「戦力」の定義に組み入
れられたために別の問題を作り出したのです。こ
の「武力の行使」を伴わない「自衛権」論ほど馬鹿げ
た話はないのです。そもそも自衛権なるものは本
来、通常の場合には違法となりうる行為であって
も、急迫不正の侵害に対してやむを得ずとった行
為に対しては、その違法性が阻却される事由とな
るものであって、「武力の行使」を伴わない行動・
行為というものは、脅迫や詐欺等のように行動・
行為自体が違法なものを除けば、最初から違法
であるということはないのです。いつでもその行
動・行為を遂行することが許されています。従っ
て、「自衛権」に訴えるなどの必要性は存在しない
のです。当時の林修三元内閣法制局長官が言うよ
うに「外交的手段による自衛権などというものは、
本当の意味の自衛権ではない。こういう説は、自
衛権を肯定するといいながら、実は、自衛権を認
めないもの」なのです。118	
ですから、佐々木惣一の主張にあるように、「国
際紛争を解決する手段としてではなく、戦争をし、
武力による威嚇をし、武力を行使することは、憲
法はこれを放棄していない」のです。119	そういった
緻密な議論がなされないままに来たために、「自衛
権」自体が机上の空論のごとき文言上の吟味に陥り、
武力を以って攻撃してくる外国軍隊に、自衛のた
114	 吉田茂『世界と日本』中公文庫、1992年、158頁。
115	 福田恒存「生き甲斐といふ事―利己心のすすめ」、浜崎洋介編『保守とは何か』、文春学芸ライブラリイー、2013年、338、339頁。
116	 同上。
117	 同上。
118	 林修三「憲法第9条と自衛隊」、林修三・中村菊男編著『自衛隊と憲法の解釈』、有信堂、1968年、255頁。
119	 佐々木惣一『憲法学論文選（3）』、有斐閣、1957年、31－32頁
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めに武力行使を以って国を防衛する、ということ
は、具体的にどういうことなのか理解されていな
いのです。自衛権を行使するということは、実際
には兵器・武器を以って攻撃相手と戦火を交える、
ということでなのです。国際法上は武力抗争の直
接的当事者の開戦行為の合法性や違法性にはまっ
たく関係なく、交戦当事国双方は、戦争状態にあ
るときに、そこに従事する人・組織の全てを戦時
国際法又は現在の「武力紛争法」と呼ばれる法規範
（jus	in	bello）に服させなければ成らないのです。
ところが、敗戦後の日本と同じように、ナパー
ジュ王国には、『進歩的カエル』と呼ばれているカ
エルが大きな影響力を持っていて、彼らがデイブ
レイクの支持者・応援団体を形成している取り巻
き仲間です。「『語り屋』とか、『物知り屋』とか、『説
明屋』とか、『評論家』とか、いう連中」で、自分た
ちは「どのカエルよりも賢くて、頭がいいと思っ
ている鼻もちないカエルたち」（p.193－194）	がい
るのです。いってみればナパージュの「三戒を守
る会」を代表するような原理主義者です。その原
理主義者の一人とみなされるシャープパイプの以
下の発言が典型的なのです。
三戒をなくすなど、絶対にあってはならない。
ナパージュのカエルは戦ってはいけないんだ。
徹底的に無抵抗を貫くべきなのだ。もしウシ
ガエルがこの国に攻めてきたら、無条件で降
伏すればいい。そしてそこから話し合えばい
い。それが		平和的解決というものだ。戦った
りすれば、多くのツチガエルが死ぬことにな
る。そんな悲劇を回避するためにも、絶対に
抵抗してはならない！	（p.	195）
こういう極端に二分化された硬直した議論は、
結果的には、日本の安全保障政策を米国に従属さ
せ、日本独自の「平和主義」という空虚なスローガ
ンの下での「不戦絶対主義」がもたらしたものは、
国を守る気概を喪失し、国を守るためのメカニズ
ムを作り出すことを怠ってきたのです。その結果
として出てきたのがこの『カエルの楽園』で展開
される外からのウシガエルの攻撃に対して、「南
の崖をどうやって守ろうかという具体的な案を、
少しも出されない」（p.	141）という現実なのです。
まさに、細谷雄一氏が断言するように「自らの善
意、自らの憲法、自らの政策こそが正義であり、
また独立変数であって、それらによってこそ世界
平和を確保できると考えることは、安全保障政策
をめぐる自国中心的な『天動説』」なのです。120	そし
て矢部氏がいうごとく「この『反戦・護憲平和主義
者』という立場は、基本的になんの義務も負わず、
しかも心理的には他者より高みにいられる非常に
都合のいいポジションなのです。」121	
現在のような政治状況が続くならば、『カエルの
楽園』の結論が示すように独立国日本は存在しなく
なる恐れは十分にあるのです。柄谷氏が言うよう
に、憲法「九条は護憲派によって守られているので
はない」し、122	さらに「護憲派こそ憲法九条によっ
て守られているのです」ということは、123	逆に言え
ば憲法第九条の護憲派は憲法第九条を食い物にし
ているということなのでしょう。まして、「『徳川
の平和』にあった状態に戻ること」ではないのです。124	
本来無効であった憲法であっても、占領下という
国内政治環境と、当時日本が置かれていた国際政
治状況下で、米国という戦勝国の軍隊の庇護の下
で受け入れられてきたものなのです。従って、ナ
パージュ王国の「三戒」に象徴される日本国憲法の
120	 細谷雄一『安保論争』ちくま新書、2016年、152頁。
121	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、40頁。井上達夫『憲法の涙』毎日新聞出版、2016年、36－39頁。
122	 柄谷行人、前掲脚注75、5頁。
123	 同上。
124	 同上、79頁。
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前文にある「平和主義」と第九条の「不戦」と「非武
装」を守るという、いわゆる「護憲原理主義者」は、
日本を永久に敗戦国として米国に従属させるとい
う米国の対日政策を代弁しているのです。矢部氏
の以下の指摘が正鵠を射ています。「思想としてで
はなく、現実の政策として九条二項を支持するこ
とは、やはりユートピア思想だと私は思います。
その結果として起きている現実は、米軍による日
本本土への永久駐留であり、民主主義国家アメリ
カの『基地帝国化』だからです。」125	
沖縄返還交渉の際に佐藤首相の隠密特使として
ヘンリー・キッシンジャーと交渉を重ねた若泉啓
京都産業大学教授は、1994年に上梓した『他策ナ
カリシヲ信ゼムト欲ス』126	の英語版序文に以下の
ことを記しています。
いかなる国と国との関係も、当然のことでは
あるが、不変で永久ということはありえな
い。個人間の友情とは異なるのだ。戦後今日
までいわば惰性で維持されてきた日米安保条
約を中核とする日米友好協力関係を、徹底的
に再検討することは、不可避である。そのよ
うな再検討は、必ずや両国の長期的且つ基本
的な目標と考え方の再定義を引き出すはずで
あるし、日本国民をして、（アジアやその他
の世界の利益や米国の利益のためにも、）日本
の理想と国益を普遍的な見地からはっきりと
且つ確信をもって的確に表現することを必要
とすることになる。127	
ここで肝心なことは、「日本の理想と国益を普
遍的な見地から」設定することであって、そのた
めにも同盟関係は不変ではありえないのですから
国際社会の現状と展望を見据えて日米関係を徹底
的に再吟味すべきだということです。言うまでも
なく、日米両国、それぞれの地理上の物理的且つ
戦略的行動範囲は比較にならないほど差がありま
す。世界の七つの海のどこにでもいつでも航空母
艦を展開できる国とは、自からそれぞれの国益
が一致しない領域が発生するのが自然なのです。
よって、日米同盟が不変で、永久に敗戦後に構築
された形態のままで居残ることはあり得ないので
す。かつて日英同盟のお陰で日露戦争に勝利した
日本は、その直後に日英同盟を維持しながら昨日
の敵国ロシアと日露協約を1907年に締結している
のです。いかなる国の同盟関係もその当該国の核
心的国益である生存と独立を守るための「手段」と
してあるのであって、独立国として何が国益であ
るかを認識せずに、日米同盟の維持自体を自己目
的化してはならないのです。128	日米同盟の強化を
推進するのと同時に、ロシアのクリミア接収とウ
クライナ紛争から生じたG7の対ロシア制裁の渦
中に、安倍晋三政権が積極的に対ロシアとの対
話・交渉を独自で求めプーチン大統領との首脳会
談を通じて日露二国間の懸案事項の改善を図って
いることは称賛に値することです。129	また、2013
年のシリア空爆をめぐって、安倍首相の米国側か
らの空爆支持の要請に対する対応の仕方も、最後
までアサド政権側が化学兵器を使用したという客
観的な証拠が提示されない限り、日本政府は空爆
を支持しないという決意こそ独立国の矜持であろ
う。130	
125	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、210頁。
126	 若泉敬『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』文芸春秋、1994年。
127	 Wakaizumi	Kei	The	Best	Course	Available:	Personal	Account	of	the	Secret	U.S.-Japan	Okinawa	Reversion	Negotiations	25	（University	
of	Hawaii	Press,	2002）.
128	 山本満『自主外交の幻想』中公叢書、1974年参照。
129	 日ロ首脳会談、2016年9月2日；<http://www.mofa.go.jp/mofaj/erp/rss/hoppo/page1_000242.html＞　国際協力銀行が欧米の経済制裁の
対象となっているロシア最大手銀行であるズベルバンクに単独融資を決定したことも大きな変化です。日本経済新聞電子版、2016年10月
22日	http://www.nikkei.com/article/DGXLASFS21H35_R21C16A0MM8000/?n_cid=NMAIL003
130	 山口敬之『総理』幻冬舎、2016年、193－201頁。
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現行の日米安保条約の効力は1970年以降一年だ
けです。つまり、安保条約第十条の但し書きに
は、「この条約が十年間効力を存続した後は、い
ずれの締約国も、他方の締約国に対してこの条約
を終了させる意思を通告することができ、その場
合には、この条約は、そのような通告が行われた
後一年で終了する」と規定されているのです。日
米地位協定は安保条約に付随するものですから、
元の条約が効力を失えば、現在の地位協定は自然
消滅します。しかし、日本側に用意ができていな
ければ、すぐに同盟関係を解消するわけにもいか
ないのが現実です。かつての日英同盟の解消とは
全く異なった条件の下で日米関係は存在してお
り、ルトワック氏が断言するように、「日本は国
家安全保障面でアメリカから独立していない」か
らであり、日本の安全保障はすべて米国に依存し
ているからです。131	その核心的問題を一口で言え
ば、日本は自力で自国を守る意志があるのかとい
うことです。
旧日米安保条約の前文に「・・・直接及び間接
の侵略に対する自国の防衛のため漸増的に自ら
責任を負うことを期待する」と記し、ヴァンデン
バーグ決議が要求する米国が結ぶ安全保障条約
の必須要件である相手国の「継続的な自助と相互
扶助」に関する防衛努力を満たすものと装った
のです。しかし、憲法第九条第二項の存在はそ
の核心的懸案の解決を阻み続け、日本の国防政
策を根本的に歪なものとして創り上げて現在に
至っているのです。
その結果、敗戦後の法・政治思想状況下で日本
の国を自ら守るという国民的コンセンサスも、有
事の際にその防衛行動の意思決定を実施に移すメ
カニズムも存在しないのが現実なのです。その結
果、残念ながら、日本の政策論争には、「自衛権」
の保持を認めながらも、その権利を行使するのに
どのような手段をとるかという問題に真摯に向か
い合ってこなかったのです。ルトワック氏が指摘
するように「最も致命的なのは、日本が実際の行
動を始める前に、アメリカに頼って相談するとい
うパターンだ。もちろん日本政府がアメリカに事
実を伝えるのは重要だが、相談してはならない。
それでは『日本がアメリカに助けを求めている』と
いう形になってしまうからだ」と言います。132	なぜ
そうなるかといえば「日本が自国の安全保障をす
べてアメリカに依存する」からであって、その結
果、本来日本の責任である自国の島嶼防衛すら自
分でできないのは、日本が独立した機能をもたな
いからです。これが平和ボケした日本の「楽園」の
姿なのです。
福澤諭吉がいみじくも言ったように、「一国の
独立は国民の独立心から湧いて出ること」なので
す。133	その独立心を喪失した国がどのような末路
を迎えるのか『カエルの楽園』は端的に示している
のです。なぜ敗戦後の日本がこれほどまでに独立
心を失ったのか、その原因を福田恒存が正鵠を得
た発言をしています。
それは私達日本人が敗戦によって私達自身の
歴史、伝統を自ら否定し、意識的にそれとの
断絶を計った事にあります。国家や民族ばか
りでなく、個人の場合でも同じですが、一人
の人間を他の人間と区別し得るもの、詰り、
その人をその人たらしめてゐるもの、それは
その人の過去以外の何物でもありません。記
憶喪失者の例を見れば、その事実は恐らく自
明の事と思はれます。自分が何者であったか、
どういふ生き方をし、誰と附合ってゐたか、
さういふ過去の記憶を喪失した人間は、同時
に未来をも失ふのであります。過去を失へば、
現在をも含めて今後どうして生きて行ったら
131	 エドワード・ルトワック、前掲脚注64、148頁。
132	 同上、151頁。
133	 福沢諭吉『新訂　福翁自伝』岩波文庫、2008年、366頁。
75
E.Suzuki,    Thou Shalt Not Shame Thy Name: For the Clearance of Japan’s Subjugated Relationship with the United States
良いか、何をすべきか、その方途も根拠も全
く失ってしまふのです。人が未来に向かって
行動を起こす出発点はその人の過去であって、
現在そのものでは決してない。なぜなら、現
在とは過去の集積そのものだからです。134	
福田はこの発言の10年後に以下のように端的に
現状を指摘していました。
国家の存立にとって最も必要な条件は平和
と繁栄ではない、それは政府の強い指導力、
一貫した国策、国民一人一人の自立、自尊
の精神である。そのいずれも今の日本には
全くない。それが何より必要だといふ自覚
さへ無い。135	
ではどうすれば、自ら主体性をもって自分の
国を守る気概を醸成することができるのでしょ
うか。日本の独立心を取り返すために、日本の
歴史の当事者としての主体性を取り戻すことで
す。その事始めは、連綿とつながる従属性を生
み出した根源である「国際社会の実体から乖離し
ている」136	といわれる憲法第九条第二項を削除す
ることと、137	それ故に存在する日米安保条約と
日米地位協定の講和条約成立以来の継続性をま
ず断ち切ることです。この継続性を断絶すると
いうことは、敗戦国としての国連憲章第107条に
ある「敵国」としての「負の遺産」を払拭すること
なのです。そして敗戦国としての柵
しがらみ
を超えて新
しい日米安全保障条約を交渉・締結することだ
と考えます。新しい安保条約とは当然、米軍の
駐留を有事に限定するような可能性をも考慮し
た条文を新たに導入することです。
憲法前文で言う「人類普遍の原理」は主権在民
を意味しており、憲法第九条第二項が規する非
武装・交戦権の否定は「人類普遍の原理」ではな
いのです。よって、第九条第二項を削除するこ
とは、憲法前文にある「これに反する一切の憲
法、法令及び詔勅を排除する」という対象では
ないのです。138	憲法第九条第二項の削除は必然
的に、それに関連する「戦力」の統制と規制が必
要になります。軍隊を創設するのですから、当
然のこととして法律により許されている行為・
行動だけができる、といういわゆる「ポジティ
ヴ・リスト」方式から、法律で禁止されていな
い行為・行動を行うことができるという「ネガ
ティヴ・リスト」方式に移行するのですから、
軍隊の発動・動員・配置や軍隊の行為・行動
に関わる権限を規律する法律を必要とします。
従って、一般民間人である市民や公務員が対象
にならない、別の法体系である「軍法」の立法と
それに関連した裁判所の設置です。139	 さらに、
134	 福田恒存「滅びゆく日本」、『生き甲斐といふ事』新潮社、1969年、87頁。
135	 佐藤松男編『滅びゆく日本人へ――福田恒存の言葉』河出書房新社、2016年、160頁。福田恒存『福田恒存対談・座談集第4巻世相を斬る』「あ
とがき」より転載。
136	 西村熊雄、前掲脚注44、14頁。
137	 九条すべてを削除することを提案している井上達夫氏は、「安全保障のようなすべての国民に関係し、外部環境にも依存することは、憲法
で『凍結』するべきではない。武装中立化非武装中立化といったその戦略は、端的に憲法マターではない。だから削除すべきです」と主張し
ている。井上達夫『憲法の涙』、前掲脚注119、43頁。井上氏によると、「第一項も、安全保障の基本的政策を述べている」ので、「非武装中
立は意見になる可能性もある」という。よって井上氏の「原理的立場は、非武装中立まで選択肢に入れて民主的立法過程での討議にゆだね
よということだから、一項だけ残す」というのは、「中途半端」だという。同上87－88頁。しかし、第一項で規定されている国際紛争解決の
ための武力行使の禁止であり、国連憲章第二条四項以前から国際慣習法として確立されており、その逆が選択肢として「民主的立法過程で
の討議」の結果として合法的に成立することはできない。つまり「選択肢」として存在できない。井上氏の九条削除論の全体像は、井上達夫
「九条問題再説」『法の理論33』成文堂、2015年、3頁参照。
138	 福田恒存が憲法前文にある「人類普遍の原理」を複数の原理と捉えて「かかる原理」の意味するものは「基本的人権、戦争放棄、主権在民」で
あるというのは間違っている。前文の英語原文は“a	universal	principle	of	mankind”	と単数扱いである。福田恒存「当用憲法論」『日本を思
ふ』文春文庫、1995年、281頁、284、317頁。
139	 新たに軍事裁判所や軍法会議などを設けるには、憲法第76条第2項に定めてある「特別裁判所は、これを設置することができない」を改定す
る必要がある。
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民主主義を守り、「文民統制」（シビリアン・コ
ントロール）を徹底するために国民皆兵原則に
則った軍隊を創設するために国際協力、災害救
助などの国民的義務の一環として兵役を選択肢
とする新たな制度を敷くべきだと考えます。140	
憲法第九条第二項を削除するということは、
そこから派生する日米安保条約と日米地位協定
という対米従属体制を生み出した国内法的条件
を除去することです。それ以外に、現在の日本
が直面している半独立国や「植民地」としての姿
は変わらないのでしょう。日本の外務・防衛を
中心として官僚は宗主国の利益を増進・維持す
るという植民地の「シビル・サービス」となり下
り、宗主国の権威・権力を代表する現地人の行
政官になり果てているのが現実です。それを担
保しているのが日米合同委員会なのです。141	
その為にも、戦勝国により否定されていた史
実としての「大東亜戦争」という言葉の復権を果
たすことだと思います。誰一人として大東亜戦
争に関わった者は「太平洋戦争」という言葉も認
識も持っていなかったはずです。「太平洋戦争」
は戦争の当事国である日本が使用した名称では
ないのです。『大日本語辞典』は、「捏造」を「②
事実でないことを事実のようにこしらえて言う
こと。ないことをあるようにいつわってつくり
あげること。ないことをあるようにいつわって
つくりあげること」と説明しています。142	「太平
洋戦争」とはまさに捏造された用語なのです。
「改
かいざん
竄」は「文書の文字、語句などを改めなおす
こと。書きかえること」143	と定義されて、「現在
では、多く自分の都合のいいように直す意に用
いる」と説明されています。144	日本の公文書はも
ちろんの事、その他すべての言論には「大東亜戦
争」という言葉が史実だったのです。その過去の
過ちをも冷厳に当事者として受け入れ、「先の大
戦」などというごまかしの表現を使ってその過去
に目を背くのではなく、総体としての過去を直
視することなのです。
第二部：非ヨーロッパ国家による「世界史の転換」
の試みの失敗と大東亜戦争の意味すること
はじめに
グローバリゼーションの波がうねっている今
日この頃であっても、世の中の思考の仕方、理
念・原則の実践の仕方、嗜好、生活様式など
は、いくら「世界は一つ」と謳歌しても一様には
成らなかったのです。非ヨーロッパ世界の独立
により高
こうやま
山岩
い わ お
男のいう「世界史の転換」が起こっ
たのです。145	国際連合が設立された時の原加盟
国はわずか51カ国であったのが、「植民地独立
付与宣言」を総会で採択した1960年12月14日に
は、その時の総加盟国数はほぼ倍に膨れ上が
り、99カ国にもなり、現在は総数193カ国とい
う異文化と多様性を謳歌する一大組織になって
います。
1839年から始まった英国と清国のアヘン戦争は
140	 軍隊と一般国民との乖離を創り出さないためにも、軍隊を市民の軍隊にする必要があるからです。「一般国民が職業軍人と一緒になること
によって、職業軍人に対する理解を深めると同時に、軍隊を、国民から乖離した、国民と対立する危険性を秘めた特異な自閉的武装集団
ではなく、『われわれ市民の軍隊にする』という意識が国民に出てくると思うんですよ。」井上達夫『憲法の涙』、前掲脚注121、124頁。徴兵
制に関しては、憲法第18条にある、「何人も、いかなる奴隷的拘束設けない。また、犯罪による処罰の場合を除いては、その意に反する苦
役に服させられない」という規定に反するという意見もあるが、兵役は「奴隷的拘束」ではないし、「良心的兵役拒否権」を認めておけば問題
はないものと考える。同上、119－121頁。
141	 矢部宏治『日本はなぜ』、前掲脚注15、24－40頁。琉球新報社編『日米地位協定の考え方　増補版』高文研、2004年。琉球新報社・地位協定
取材班『検証［地位協定］・日米不平等の源流』、高文研、2004年参照。
142	『日本国語大辞典　第二版』第10巻、小学館、694頁。
143	 同上、第3巻、199頁。
144	 同上。
145	 高山岩男『世界史の哲学』こぶし書房、2001年、14頁。
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アジアと西洋との100年戦争の始まりと呼ばれた
戦争だったのです。146	それは、高山岩男のいうよ
うに「自己の特殊な歴史的世界の原理」、つまり
ヨーロッパという一個の特殊的世界の原理を「そ
のまま連続的に延長拡大して、普遍的原理でも
あるかの如く考える一元論」の実践でした。147	そ
の原理は15世紀半ばから17世紀の「大発見時代」
（“The	Age	of	Discovery”）へと繋がり、18、19世
紀の「帝国主義時代」へと延長拡大されていきまし
た。そもそも日本で“The	Age	of	Discovery”とい
うヨーロッパの特殊的世界の立ち位置からの見方
を退け、それとは別に「大航海時代」という新たな
名称を創り出し使用することこそがヨーロッパ的
世界一元論に対する非ヨーロッパ国家日本からの
ささやかな抵抗であったのです。
日本が執ったその抵抗の歴史は開国の時点から
既に始まっていました。現在、「主権国家」として
「他の主権国家」から承認されなければ国連の加盟
国になれないと同じように、18世紀後半以降の世
界の中で、「大航海時代」を拓いてきた技術、知
識、財力と未知の世界へ行くという気概を持って
いた「文明国」と認められる「国」だけが同等の待遇
を受けられたのです。つまり、柄谷行人氏の言う
ように、「主権国家という観念は、主権国家とし
て認められない国ならば、支配されてもよいこと
を含意する。ヨーロッパの世界侵略・植民地支配
を支えたのはこの考えである。ゆえに、そのよう
な支配から脱するためには、諸国は自ら、主権国
家であると主張し、それを西洋列強に承認させな
ければならない」148	という現実がありました。「文
明国」として承認されなければ、「国際的水準」に
見合う統治能力を否定されたのでした。それが近
代の国際法に則って日本が結んだ最初の条約であ
る日米修好通商条約に規定された「治外法権」の設
定と、かつ「関税自主権」の喪失という形で現れた
のでした。この屈辱的な「不平等条約」の改正こそ
が歴代内閣の大きな課題となったのです。「治外
法権」つまり「領事裁判権」の撤廃は1894年の日英
通商航海条約の締結を待たなければ成し遂げるこ
とはできず、「関税自主権」の方は、さらに1911年
まで交渉を重ねる努力を強いられたのです。この
「不平等条約」の種本がどこに在ったかといえば、
1842年のアヘン戦争を終結した南京条約でした。
その「不平等条約」を西欧列強に拡散する手
法が「最恵国待遇条項」（Most	Favoured	Nation	
Treatment	Clause）と呼ばれるもので、「文明国」
である仲間同士は、その仲間内のどの国でも第三
国とよりよい条件で条約を結んだときには、同じ
様に良い待遇を他の仲間同士に与えることにする
という条文です。アメリカにしても、オーエン・
ラティモアによれば、「それは領土割譲を要求し
ないかわりに最恵国の地位、つまり中国がいずれ
かの一国にゆるしたすべての権利ないし特権には
逃がさずき
、 、 、 、
んてんする『こちらにも』の平等を主張
する政策であった」のです。149	但し、この「最恵国
待遇条項」は「文明国」間で適用されるものでした。
したがって、日米修好通商条約の条文には、アメ
リカがよりよい特権や待遇を他の諸国に与えた時
には、同じように日本にも同等な特権や待遇を与
えるとは規定されていなかったのです。この「最
恵国待遇」原則も一方的に「文明国」の利益のため
だった不平等極まりない条文だったのです。その
結果、次々と西欧の列強と「不平等条約」が結ばれ
たのでした。それが「世界史」の流れだったので
す。ここでは、その流れを変えた「世界史の転換」
を考えてみたいと思います。
146	 J.	M.	Roberts,	The	Penguin	History	of	the	World ,	Penguin	Books,	1995,	pp.52－57.
147	 高山岩男、前掲脚注145、35頁。
148	 柄谷行人、『世界史の構造』岩波書店、2010年、249頁。
149	 オーエン・ラティモア『アジアの情制』（Owen	Lattimore,	The	Situation	in	Asia ,	1949）、小川修訳、河出書房（市民文庫）、1953年、20頁。
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I．欧米の植民地と大東亜戦争
既に述べたように、国際連合の創設時点、1945
年における加盟国、つまり主権国家として認めら
れている国の数はたった51カ国でした。ですが、
そのうちのフィリピンはまだ1946年7月4日まで正
式に独立国としての宣言もしていなかったし、同
じようにインドもイギリスから独立したのは1947
年8月15日であったのです。本来ならば、主権国
家でないものは国連加盟国には成れないはずなの
です。これも植民地宗主国が連合国の大国であっ
たからできたはなしなのです。2011年に国連監督
の下にスーダン共和国から分離・独立した南スー
ダンが最も新しい加盟国となり、現在の数は193
カ国にもなったのです。どこにこの差が出てきた
のかというと、その多くのアジア・アフリカ諸国
はかつては欧米の植民地であったという歴史的事
実なのです。そこには、高山岩男が云う新たな
「世界史の転換」を求める動きがあったのです。そ
れが大東亜戦争という植民地宗主国英国、米国、
オランダを相手にした戦いであったことは否定で
きないのです。
アジアに焦点を定めれば1940年時点の真の独立
国は日本、タイの二カ国だけだったのです。「植
民地アジアでは、インドネシアもマレーもイン
ドシナもみなこれまで西ヨーロッパのための大
きな所得生産者であった。しかもそれが生産す
る物質はゴム、錫、石油、ボーキサイト、ば
、
ん
、
	
や
、
、キニーネなどという国際的重要性を持つ戦略
物質であった」と当時米国随一のアジア通であっ
たオーエン・ラティモアが『アジアの情勢』150	の
なかで淡々と述べています。フィリピンは米国の
植民地、ミャンマ （ービルマ）、マレーシア、シン
ガポール、香港、インド、パキスタン、スリラン
カ（セイロン）は英国の植民地、インドネシアはオ
ランダの植民地だったのです。カンボジア、ラオ
ス、ヴェトナムはフランスの植民地でした。対中
国国民政府軍への英米の援助を阻止するために、
時のフランスのヴィッシー政権との合意の下で日
本軍は仏印に進駐したというものの、残念なが
ら、ヴィシー政権というものは、ナチ・ドイツが
フランスを占領することにより成立したもので、
他の世界からは承認されていない政府だったので	
す。日本にとってインドシナ進攻こそが、その本
来の趣旨に反した結果をもたらした最大の失策
だったのです。151
その戦いを遂行するプロセスの中で、対戦相手
の領土である植民地を攻撃し、占領したわけで
す。それを「侵略」と呼ぶならば、日本軍が攻撃す
る前に既に植民地として宗主国の利益のために経
営されていたこれら欧米の植民地は、どのような
経緯を通じて欧米宗主国の植民地になったのか考
えるべきなのです。「非文明国」又は「未開の地」と
して欧米宗主国に略奪されていたのです。「正し
い歴史認識」を主張するお偉い方々は、当時のア
ジアには、日本とタイの二カ国以外の他の国や民
族・部族は、欧米宗主国に征服され、支配され、
隷属させられていたのだということを忘れている
ようです。ドナルド・キーン氏が欧米の植民地支
配からの解放をもとめ、自国の独立を戦い抜こう
と決心していた植民地の原住民指導者たちの姿を
リアリスティックに描いています。
日本人が東南アジアに作った政府は、よく
「傀儡（かいらい）政権」と呼ばれた。これは各
政府が無能な人物によって率いられ、その主
な仕事は日本からの命令を実行に移すことに
あるという意味だった。しかし、当の「傀儡」
たちの名前を一瞥すれば、この命名がいかに
見当違いなものであるかがわかる。日本が支
150	 同上、11頁。
151	 東條由布子編・渡辺昇一解説『大東亜戦争の真実―東條英機宣誓供述書』わっく文庫、2009年、60－75頁。
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援したビルマ、フィリピン、インドネシア各
政府の首脳（それぞれバー・モウ、ホセ・ラ
ウレル、スカルノ）は、いずれも傑出した人
物で、日本の敗戦後も各国で高い地位を維
持し続けた。スバス・チャンドラ・ボース
（1897－1945）は自由インド仮政府首班を自任
し、インド独立のために献身的に働き、しか
も断じて日本の卑屈な追従者ではなかった。
これらの指導者たちは、いかなる困難があろ
うとも、日本との協力によって自分たちの国
の植民地支配を終わらせることができると考
えていた。152
もちろん、これらの指導者は、「大東亜共栄圏」
を主唱し「大東亜新秩序」を創りだそうとした「大
日本帝国」のなかには、朝鮮と台湾が組み入れら
れていて、その住民は「大日本帝国臣民」として扱
われていたことも知っていました。さらに、「八
紘一宇」や「五族協和」というスローガンの下で日
本が創り上げて、支配していた「満州国」が存在し
ていたことも周知のことだったのです。にも拘ら
ず「彼らが日本を支持したのは、大東亜共栄圏に
属する国々に独立を与えるという約束を日本が本
気で果たすと信じたからだった」、とドナルド・
キーン氏は断言しているのです。153
こういう話は戦勝者の「太平洋戦争史」の中には
出てこないのです。所謂「正しい歴史認識」を甲高
く叫ぶ御仁は、敗戦後の「閉ざされた言語空間」が
創りだした虚構の世界から未だに抜け出すことが
出来ずにいるのです。その結果、東南アジアのす
べての国々が欧米宗主国の桎梏の下に置かれてい
たことを全く忘れているのです。
当時のアジア諸国の実状は、ヨーロッパ中心の
世界一元論の下で、欧米諸国は宗主国として自
国の姿を植民地に移植し自国との同一化を押し
進めたのが実態でした。これは、高山が云う「無
自覚な世界一元論」の原理を「連続的に延長拡大」
してきた結果でもあったわけです。日本が世界史
の転換を求めたのは、多元的な世界史的世界の構
築には、ヨーロッパという特殊的世界とは別に非
ヨーロッパの一つの別な特殊的世界の創造が必要
であったからです。何故ならば、「特殊性の自覚
は同時に普遍性の目覚め」であり、「普遍的世界或
は世界史的世界の成立には、却ってその半面に特
殊的世界の確立」が供わなければならないからで
す。154	そこに創り出された地域的秩序が「大東亜
共栄圏」というものでした。そしてその大義のた
めに戦ったのが「大東亜戦争」だった、といわれま
した。しかし、多元的な世界史的世界を追求する
「世界新秩序の原理」155	は欧米の一元論的な「帝国
主義」ではないと言いつつも、英国の植民地が英
語を話し、オランダの植民地でオランダ語が使用
され、米国の植民地でアメリカ英語が以前の支配
言語であったスペイン語に取って代ったのと同じ
ように日本の占領下においても日本語教育が強制
されたのでした。156	つまり、日本も欧米の植民地
宗主国と同じように自国の「万世一系」と「八紘一
宇」の世界観を強制的に押し付けるという「帝国主
義」を実践することに忙しくて、欧米宗主国から
の独立を求めて日本に協力した被統治者の希望や
期待は踏みにじられたのでした。従って、「『大東
亜戦争』を植民地解放戦争とみるよりは、むしろ
植民地再編成をめざす戦争とみるほうが、事実
に即している」と批判されたのです。157	「大東亜戦
152	 ドナルド・キーン『日本人の戦争』角地幸男訳、文芸春秋、2009年、50頁。
153	 同上。
154	 高山岩男、前掲脚注145、283頁。
155	 西田幾太郎『世界新秩序の原理』青空文庫（2004年）。
156	 但し朝鮮において日本は、その植民地政策の一環としてハングルの使用を復活させ漢字・ハングル混じり文の奨励を進めた。黄文雄『韓国
は日本人がつくった』徳間文庫、2012年、168－200頁。
157	 上山春平『大東亜戦争の意味―現代史分析の視点』中央公論社、1964年、51頁。
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争」という呼称が決定された時点においては、な
ぜ「大東亜秩序を建設するための戦争」をするの
か、という大義づけが開戦の「詔勅」にはなされて
いなかったことは事実です。そこに有るのは日本
の「自存自衛」のため「已むを得ざる」気分の表明だ
けであったのです。それでも、大本営での大議論
の末、「大東亜戦争」という名称を採用したという
ことは、松本健一氏が言うように、「『アジア解放』
の理念に重点が置かれ」ていたことなのでしょう。158
それでも大東亜戦争の大義の一つは大東亜共同
宣言に掲げてあるようにアジアの解放と人種差別
撤廃を目指したものだったのです。かつて、国際
連盟規約採択過程で、「人種あるいは国籍如何に
より法律上あるいは事実上何ら差別を設けざるこ
とを約す」という「人種差別撤廃条項」を盛り込も
うとした日本の提案も、パリ講和会議の議長で
あった米国ウィルソン大統領の反対にあい否決さ
れたという苦い経験をしていたのです。これは、
昭和天皇をして「日本の主張した人種平等案は列
国の容認する処とならず、黄白の差別感は依然残
存し加州移民拒否の如きは日本国民を憤慨させる
に充分なものである。又青島還附を強いられたこ
と亦然りである。かかる国民的憤慨を背景として
一度、軍が立ち上がった時、之を抑へることは容
易な業ではない」と記録させているほど日米間の
禍根となっていたのです。159	日本が大東亜共栄圏
を謳い、大東亜新秩序というものを建設すること
を明らかにした大東亜共同宣言は、欧米宗主国の
植民地に対する主権の回復を唱えた米英の「大西
洋憲章」に対抗するために出されたものだったに
も拘らず、その作成過程においては「植民地に生
きる」当事者である大東亜会議の参加者のさまざ
まな修正案を悉く退けたという日本の独善的な宣
言に終わりました。それが満場一致で採択された
宣言といわれたものでした。
だからといって、ビルマのバー・モウ首相、
フィリピンのホセ・ラウレル大統領、自由インド
仮政府首班のチャンドラ・ボースにしても、南京
政府の汪
おう
兆
ちょう
銘
めい
にしても、その全ての人が各々確
固たる政治信念を持っていた立派な人物であり、
単に傀儡政権と切り捨てられるものではなかった
はずです。日本が彼らを利用したと同じように彼
らも日本を自分の国の独立のために利用したので
した。そこには基本的な共通意識として、ヨー
ロッパ的一元論の世界への従属からの非ヨーロッ
パ世界の解放と漸次対等な存立を求める行動が
あったことは否定できないのです。160	オーエン・
ラティモアの評価がそのことを裏付けています。
「日本が立派にやり遂げたことは、アジアにおけ
る植民地帝国の19世紀的構造を破壊することで
あった」と。161	結果としては、
これまでかつて武装したことのなかった植民
地諸民族は武器を所有しだした。かれらは領
土のもろもろの部分を支配するようになっ
た。新聞やラジオを自分たちの手におさめ
た。日本人の下では、かつて財力と権力とを
ふるった人々のなかの一部のものはその金力
や特権を、また時にはその両方を、失った。
新しい人々が勢力を得たのであった。162
大東亜戦争には敗れたといえども、戦時中に
日本が占領した欧米の植民地は、その大義に
沿って欧米宗主国から解放され、オランダによ
るインドネシアの、フランスによるインドシナ
の、そして英国によるマレー半島の、再植民地
158	 松本健一『近代アジア精神史の試み』岩波現代文庫、2008年、311頁。
159	『昭和天皇独白録』、文春文庫（1995年）、25頁。
160	 深田祐介『大東亜会議の真実―アジア解放と独立を目指して』PHP新書、2004年、参照。
161	 オーエン・ラティモア、前掲脚注149、43頁。
162	 同上、44頁。
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化の試みにも拘らず、すべての植民地（ポルトガ
ル領のゴアとマカオと英国の香港を除く163	）が新
たな独立国となったのです。その「解放戦線」に
敗戦後インドネシアで、ビルマで、ヴェトナム
でと、現地に居残り、その国の独立運動に身を
投じた日本人兵士が数多くいたのです。彼らこ
そ大東亜戦争の大義を信じて戦った真の「東亜解
放」の戦士だったのです。
しかし、こうした真の「東亜解放」の戦士た
ちは、日本では「逃亡」扱いされて、生きて
日本に帰ってきた者も、軍人恩給の面で差
別されていた。
彼らは日本から送られ、そして見捨てられ
た。彼らの存在は、今では忘れられ、ほと
んど語られることすらない。どの程度こう
いう兵士たちがいたのか、正確な数さえわ
かっていない。彼らの声は聞こえてこない。
いや戦後の日本社会が聞こうとしなかった
のだ。164
このような現実こそが、残念ながら、大東亜戦
争というものが本当は虚構であったのではないか
という疑問を曝け出しているのです。
大東亜戦争と呼ぶ事によって、歴史というバ
スを途中から乗り換えて、勝者の論理に鞍替え
することなく、自分自身の姿を歴史の鏡で見直
すべきなのです。「一億総懺悔」に象徴されるも
のは、大多数の国民が戦争を支持して来たとい
うことと、そのことに対する一人ひとりの責任
の所在を明らかにすることではなく、日本国民
全体に分散することによって、責任所在を曖昧
にして誰の責任をも具体的に問わないようにす
るテクニックであったのです。松本健一氏によ
ると、「敗戦後、日本人はあの戦争がアジアの解
放をめざすという理念を掲げていたにしても、
現実にはアジアを泥靴で踏み侵略をしたことを
知った。その贖罪感から、理念的な『大東亜戦
争』という呼称を捨て、占領軍によって指示され
た『太平洋戦争』という呼称を使うようになった
のである。そして、そのことによって、大東亜
戦争が勃発したときアジアの解放を目指すため
に米英と戦うという理念にみずから感激した過
去をも忘失したのだった」と断言しています。165
とはいうものの、東京裁判の審理開始直前に発
狂して裁判中は精神科病院に入れられて治療・療
養を命ぜられていた大川周明が、不思議なことに
裁判終結のころになると全治・退院したことにつ
いて、市井では大川の病は仮病であって戦犯裁判
を逃れるための「偽発狂」だった、と言う者も多く
いたのです。大川発狂仮病説が生きつづける理由
は、多くの人が大東亜戦争の持つ「アジア解放」と
いう理念に対する期待があったからでしょう。戦
争に負けたけど、「アジア解放」の理念は負けて
いないという自負めいた期待が、「もし大川が病
を装って連合国側をみごとに欺いたというのな
ら、それはそれで東京裁判じたいを『一場のコメ
ディー』にしてしまったのに等しく、卑怯どころ
か、大川のほうが一枚上手だったということにな
りはしないか。そして、そうおもいたい心理が戦
争に敗けた日本人のどこかに潜んでいるのだ」と
松本氏は結論しています。166
II．大東亜戦争と敗戦国
日本は、幕末以来、怒涛の如く押し寄せる帝国
主義から身を護るため帝国主義を身につけ、独立
を維持してきました。その結果として帝国主義国
163	 ゴアはインド政府により1961年に武力で奪還され、香港とマカオはそれぞれ1997年と1999年に中国に主権が返還されて特別行政区となった。
164	 保坂正康『あの戦争は何だったのか』新潮新書、2005年、237頁。
165	 松本健一『大川周明』岩波現代文庫、2004年、313頁。
166	 同上、432頁、437頁。
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家にならざるを得なかったのです。そして「世界
史の転換」の戦いに無残にも敗れたのです。それ
は、佐々木惣一が言うように「単なる力に対する
力の敗れにとどまるものではなく、思想に対する
思想の負けであった」のです。167
歴史は勝者が自らの行為を正当化するものなの
です。その勝者の歴史認識を徹底的に敗者である
日本人に“洗脳”させたのが敗戦後の日本を占領支
配した連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）だっ
たのです。GHQの政策の第一弾が民間情報教育
局の「ウォー・ギルト・インフォメーション・プ
ログラム」の一環として作成された『太平洋戦争
史』が「戦後日本の歴史記述のパラダイムを規定す
るとともに、歴史記述のおこなわれるべき言語空
間を限定し、かつ閉鎖した」のだということを認
識すべきなのです。168	この『太平洋戦争史』は昭和
20年（1945年）12月8日から全国の新聞紙上に10回
にわたって掲載された占領政策用の宣伝記事で
あったのです。169	この連載の開始の日付、12月8
日、が真珠湾攻撃という日米戦争開戦の日であっ
たのは、たまたま偶然のことではないことは明白
なことです。170	そして、その一週間後、GHQは、
12月15日に出された神道の国家からの分離、神道
教義から軍国主義的、超国家主義的思想の抹殺、
学校からの神道教育の排除を目的としたGHQ覚
書、「国家神道、神社神道ニ対スル政府ノ保証、
支援、保全、監督並ニ弘布ニ関スル件」（所謂「神
道指令」）によって、「『大東亜戦争』、『八紘一宇』
ノ如キ言葉及日本語ニ於ケル意味カ国家神道、軍
国主義、超国家主義ニ緊密ニ関連セル其他一切ノ
言葉ヲ公文書ニ使用スル事ヲ禁ス、依テ直チニ之
ヲ中止スヘシ」としたのです。171	これによって「大
東亜戦争」という用語の使用が禁止されたのと、
同時に、徹底した言語統制が実施されました。連
合国の占領下のことですので、この指令に服すこ
とは致し方ないことだったのです。172
ここで「大東亜戦争」という名称について一つ確
認しておきましょう。「大東亜戦争」は1941年（昭
和16年）12月12日に、当時の実質上の最高意思決
定機関であった大本営政府連絡会議において、以
下のような文面で閣議決定されたものです。
今次ノ対米英戦争及今後情勢ノ推移ニ伴ヒ
生起スルコトアルベキ戦争ハ支那事変ヲモ
含メ大東亜戦争ト呼称ス。173
これを受けて、内閣情報局は「大東亜戦争と
称する所以は、大東亜新秩序建設を目的とする
戦争なることを意味するものにして、戦争地域
を大東亜のみに限定する意味に非ず」と同日発
表しました。174	この呼称が政府の公式名称であ
り、前記のGHQの指令が出るまで使用されてい
たのです。そしてサン・フランシスコ講和条約
の発効に伴い、「神道指令」も1952年4月11日に
公布された「ポツダム宣言の受諾に伴い発する
命令に関する件の廃止に関する法律」によって、
その効力を失いました。175	 しかしこの「神道指
令」は「別に法律で廃止又は存続に関する措置が
なされない場合においては、この法律施行の日
から起算して180日に限り、法律としての効力
167	 佐々木惣一「この日を再建・反省の日に」『毎日新聞』1954年8月15日。
168	 江藤淳『閉ざされた言語空間』、前掲脚注70、264頁。
169	 有馬哲夫『歴史とプロパガンダ』PHP、2015年、141－169頁。
170	 佐藤優『日米開戦の真実―大川周明著『米英東亜侵略史』を読み解く』小学館。2006年参照。
171	 SCAPN－448	（Supreme	Command	for	Allied	Powers）、1945年12月15日。
172	 庄司潤一郎「日本における戦争呼称に関する問題の一考察」、『防衛研究所紀要』第13巻第3号（2011年3月）、46頁。
173	 国会図書館「閣議決定等文献リスト及び本文」、「今次戦争ノ呼称並ニ平戦時ノ分界時期等ニ付テ」
	 <http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/bib00362.php>
174	『朝日新聞』1941年（昭和16年）12月13日朝刊一面。
175	 法律第81号。
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を有するものとする」の規定によって自然失効
した訳です。
大東亜戦争開戦では、陸軍のほぼすべての軍事
作戦を指導し、「昭和の最後の参謀」といわれた瀬
島龍三は、「大東亜戦争」の意味は、「大東亜秩序
を建設するための戦争であるから『大東亜戦争』と
呼ぶというわけのものではない」と開き直り、「単
に大東亜の地域において戦われる戦争という意味
合いに過ぎません。大東亜の地域とは、おおむ
ね、南はビルマ以東、北はバイカル湖以東の東ア
ジアの大陸、並びにおおむね東経180度以西すな
わちマーシャル群島以西の西太平洋の海域を指す
のであります。インド、豪州は含まれておりませ
ん」と敷衍までしていたのです。176	なんという無
責任さでしょう。まして、大本営陸軍参謀として
意思決定の現場にいた本人が、大本営がこの対米
英戦争を「大東亜戦争」或は「太平洋戦争」と呼ぶべ
きかどうか議論した、と云う事実を伏せたことは
単なる失念ではないでしょう。177
さらに、1941年12月12日、政府の情報局は以下
のような説明を特に行っているのです。「大東亜
戦争と称するは、大東亜新秩序建設を目的とす
る戦争なることを意味するものにして、戦争地
域を大東亜のみに限定する意味に非ず」。178	そう
いう状況を熟知していた瀬島が、「大東亜戦争」は
「単に大東亜の地域において戦われる戦争という
意味合いに過ぎません」というのは詭弁どころか
甚だしい侮辱です。まして、当局は、大東亜戦争
開始から第七日目、すなわち昭和16年12月14日よ
り12日間、12月25日まで、思想家大川周明をして
NHKラジオで大東亜戦争の意義を『米英東亜侵略
史』と題して連続講演させていたのです。179	しか
も、大川は5・15事件に連座して有罪宣告を受け
た刑余の身であったのです。その彼を引っ張り出
すのだから尋常ではないはずです。180	その後の意
味づけ、特に1943年11月6日に開催された「大東亜
会議」とそこで採択された「大東亜共同宣言」を考
えるまでもなく、「あの戦争の渦中で幕僚のひと
りとして指揮を執った瀬島」181	の解説としては無
責任であり「大東亜戦争の実相」から著しく乖離し
ています。182	内田樹氏が正鵠を得た結論を出して
います。
「大東亜戦争」を肯定する、ありとあらゆる論
拠が示されるにもかかわらず、強靭な思想性
と明確な世界戦略に基づいて私たちは主体的
に戦争を選択したと主張する人だけがいな
い。戦争を肯定する誰もが「私たちは戦争以
外の選択肢がないところにまで追い詰められ
た」という受動態の構文でしか戦争について
語らない。思想と戦略がまずあって、それが
戦争を領導するのだと考える人がいない。ほ
んとうにいないのです。183
「大東亜共同宣言」はルーズヴェルトとチャーチ
ルの発表した「大西洋憲章」に対抗すべき戦争目的
を設定したものですが、残念ながら二年も遅れて
しまったのです。それは開戦当時、この戦争には
動機があっても目的がない、と疑問を呈した人が
東条内閣にいなかったのでしょう。皮肉なこと
176	 瀬島龍三『大東亜戦争の実相』PHP文庫（2000年）、23頁。
177	 松本健一、前掲脚注165、311－12頁。
178	 朝日新聞、1941年12月13日朝刊一面、田中康二『本居宣長の大東亜戦争』、ぺりかん社（2009年）、9－10頁。
179	 佐藤優、前掲脚注169、16－80頁、143－209頁。
180	 松本健一、前掲脚注165、316頁。
181	 新井喜美夫『転進　瀬島龍三の「遺言」』、講談社（2008年）、3頁。
182	 同上、1頁、「瀬島は生前ほとんど真実を語らずに逝ったといわれている。数冊ある瀬島の著書も淡々と事実を記しているだけで、肝心な
ことについては触れていないように感じる」。
183	 内田樹『日本辺境論』新潮新書、2009年、56頁。
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に、瀬島が「大東亜戦争」をその戦争が行われた地
理的範囲のみに意味があると言うこともそういう
認識が欠落していたことを如実に示しているので
す。したがって、戦争目的の明確化は重光葵が
1943年に外務大臣になるまで待たなければ為らな
かったのです。184
「世界史の転換」を求めた大東亜戦争に敗れた日
本は、「太平洋戦争」という勝利者の歴史観を「閉
ざされた言語空間」の中で教え込まれてきたので
す。それは、勝利者にとっての歴史認識であり、
敗者にとっての歴史認識ではないのです。GHQ
の熾烈な事前検閲によって強制的に勝利者の「太
平洋戦争史」のみを許すという「閉ざされた言語空
間」の中で育まれてきた「特異」な歴史観が醸成さ
れてきた訳です。熾烈かつ執拗なGHQの事前検
閲の下で、時がたつに従って、強制的に押し付け
られた歴史観は不思議なもので「自発的な」ものと
して内在化され、「習慣的な」ものに成ってしまっ
たのです。事前検閲は既に述べたように、1945年
10月から実行され1948年7月まで続いたのですが、
それ以降は「事後検閲」に移行しました。
検閲が「事前」に行なわれるのか、「事後」に執行
されるのかには、大きな差があったのです。「事
前検閲」は発行・出版以前の編集者としてのゲラ
刷りの最終校正を検閲に提出するので、たとえ
バッサリ切られても、その箇所を再度校正し直せ
ば済む事で、それに掛かるコストも時間も我慢で
きるものでした。それに比べ「事後検閲」は最終校
正を済ませ、その最終校を実際に印刷し、発行・
出版した後に完成品を検閲に差し出すのでした。
その場合のリスクは計り知れないものがあったの
です。従って、本来のGHQの検閲官の判断を忖
度しながら「自己検閲」をするわけです。リスクを
出来るかぎり排除しようとすれば、それだけ「自
己検閲」を通過するためのバーは高くならざるを
得なかったのです。つまり、自らGHQの掲げた
検閲基準よりも厳しい基準を設定し、その基準に
恭順したのです。そしてその習慣が新聞、雑誌、
その他のマスコミ・メディアに従事する記者、報
道者、編集者のみならず、学術研究者の脳裏にも
内在化されていったのです。上山春平はその原因
を以下のように説明しました。
私たち日本人は、自分の思想や行動が社会
に安全なものとして通用するかどうかとい
う点について、じつに鋭敏な感覚をもつ国
民ですから、ときの権力がいわば言論活動
の枠として示したものにたいしては、驚く
べきほど忠実にふるまったのです。そして
いつのまにか、その枠が占領軍によって強
制されたものであるということを忘れて、
自分の考えであるかのように思いこむよう
になっているむきが多いのではあるまいか、
という気もいたします。185
そのような状況の下で、勝利者の「太平洋戦争
史」の解釈が「追放をまぬがれた言論人の虎の巻
となり言論界の常識となって、今日にいたって
いる」のです。186	その傾向に拍車を掛けたのは云
うまでもなく、GHQの検閲のために日本語を英
語に翻訳するために雇われた、一時8000名を越え
る知識人たちで、その多くの人がマスコミや大学
の職場に戻ったり、あらたに就職して行ったので
す。こうして世代を超えて勝利者の「太平洋戦争
史」の解釈が今でも受け告げられているのです。
従って、サン・フランシスコ講和条約の発効と
共に主権を回復した時点で、「神道指令」の強制力
は既に失効したにも拘らず、政府はなんら手を打
184	 松本健一、前掲脚注158、184頁。
185	 上山春男、前掲脚注157、19頁。
186	 同上。
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たず、あたかも「神道指令」が効力を持つ如く「今
次の戦争」、「先の戦争」、或は「第二次世界大戦」
など、「太平洋戦争」という名称は使用してなくと
も自らの歴史観を取り戻すことはしなかったので
す。この恥ずべき状態が今でも継承されているの
です。
異色な歴史作家、関祐二氏によると、近代日
本は、二回過去を捨て去っているといいます。
最初は明治維新であり、二度目は「第二次大戦後
のことだ」と記しています。187	関氏によれば、明
治維新が創りだした「『王政復古』は、純粋な古代
天皇制への復古ではなく、実際には西洋的で一
神教的な天皇への変貌であった」といい、188	二度
目に過去を捨て去ったのは、「戦後のインテリ層
は、連合国が押し付けた『すべての責任は日本に
ある』という歴史観に『迎合』し、過去の日本を拒
絶してしまった」からだと説いています。189	結果
として「大東亜戦争」という名称は日陰者めいた
扱いを受けてきました。この扱いは、自衛隊を
「日陰者」扱いするのと同じことであったのです。190	
そこには、上山春平によると「『太平洋戦争』史観
を鵜のみにする反面、「『大東亜戦争』史観には一
顧だにあたえようとしないという二重の錯誤の
根」があるのです。191	つまり、「大東亜戦争」史観
とその国家利益との関係は克明に検証され批判
されてきたにも拘らず、その批判の基準として
持ちいれられた「太平洋戦争」史観や「帝国主義戦
争」史観などに対しては、それらの各々の戦争が
当然持っている国家利益との結合に関しては真
摯な批判的考察はなされる事なく、「額面どおり
普遍的な人類的価値尺度」として受け入れられて
きたのです。その結果、「大東亜戦争」史観とそ
れに対峙する「太平洋戦争」史観等に対する評価
がゆがんだことによって「二重の錯誤」が生じた
というのです。192
従って歴史というものが、覇者の行為の正当性
と、その大義の正統性を世に広く知らしめること
であり、それが覇者の権威・権力の維持に繋がる
ことは明らかなのです。『日本書紀』の編纂を通し
て如何に藤原氏が千数百年もの間日本に君臨して
きたか、そして「為政者が過去の自家の『犯罪行為』
を隠蔽するためにも、歴史書の編纂は必要なもの」193	
であることを誰よりもよく熟知しているはずの関
祐二氏すら、「大東亜戦争」という名称は使わずに、
あえて「第二次大戦」という用語を使用するのです。
その原因は、単に上山の言う「二重の錯誤」が在る
ためだけではないのでしょう。占領時代にGHQの
統治に服してる間に、やむを得ざる処世術として
「太平洋戦争」という名称を採用しているのなら理
解も出来ます。しかし、独立を講和条約締結後に
取り戻したにも拘らず、その後70年もの間いまだ
にその「錯誤」を認識せず、「太平洋戦争」史観の「覇
者の論理」をそのまま後生大事に抱え込んでいるの
は異常なのです。徹底的なGHQによる言語統制下
に浸透して行った「勝者の論理」とその「歴史認識」
は世界史の継続性は勿論のこと、日本の歴史の継
続性すら封印してきたのです。なぜこのような異
常な状態が継続しているのでしょうか。
それは、ちょうど藤原氏が「華の貴族」として
権威・権力を欲しいままにし、現在も「エスタブ
リッシュメントとして、日本社会に隠然たる影
響力を及ぼしつづけている」194	ことを許すような
187	 関祐二『呪う天皇の暗号』新潮文庫、2011年、56頁。
188	 同上、56－57頁。
189	 同上、58頁。
190	 鈴木英輔「戦後政治の終焉へ―憲法第9条の改正の動き」、『総合政策研究』、2012年7月、関西学院大学総合政策学部研究会、66－68頁。
191	 上山春男、前掲脚注157、37頁。
192	 同上、38頁。
193	 関祐二『藤原氏の正体』新潮文庫、2008年、306頁。
194	 同上、4頁。
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空間が存在するからです。関氏はそれを「藤原の
呪縛」と呼んでいます。それと同じようにGHQが
占領政策を成功裡に遂行するために強いた言論統
制こそ、「大東亜戦争」史観や「太平洋戦争」史観の
客観的な批判・考察を許さない環境を創りだした
元凶であり、それは、「いうまでもなく現行憲法、
とくにその第9条は、今日にいたるまで『一切の批
判』を拒絶する不可侵の“タブー”として、日本の
国民心理を拘束しつづけて」いたのです。195	この
「タブー」こそが日本の歴史観を歪めてきたので
す。まして、そのような「閉ざされた言語空間」の
下で日常生活を敗戦の凄惨さから取り戻そうと苦
労している多くの人の心の片隅には、「あのよう
に頑迷な独善主義の陸軍が温存され、戦時中病的
に異常な様相へと高められた神国史観、天皇史観
も残り、旧民法のもとに旧家族制度が存続し、農
地改革も婦人参政権も行われない戦後の日本を想
定した場合、無条件降伏のもったプラス面」もあ
るという思いを実感として持っていたことは否定
できないのです。196	そういう状況の下で、多くの
人は戦時の苦しみからの解放感とともに、その惨
めな結果をもたらした国の政策に加担したことを
慙愧した結果としての「平和主義」であり、「民主
主義」であり、国家の否定としての「世界」であり
「個人」だったのです。197
III．敗戦国と歴史認識
敗戦後の知的混乱と既存の価値体系の否定から
生じる精神的衝撃と動揺は、「一億総懺悔」という
無責任の論理198	を以って戦時の各界の指導者層
（政府、政界、官僚、軍部、学会、新聞等）が持つ
責任は、中堅層や一般市民が持つ責任との間には
雲泥の差が存在することをまったく無視し、「そ
の責任の感じ方、または引責の方法についての考
へ方は、各人に信ずるところがあり、それを、と
やかくあげつらふべきでない」と自ら取るべき責
任を包み隠したのです。199	まして、「一億総懺悔」
論理の実践者は本来ならば自ら取るべき責任を他
に転嫁し、その責任追及の役割を極東国際軍事裁
判（東京裁判）に委ねたのです。日本の指導者層が
責任を取らないということは、「覇者の論理」に乗
ることであったのです。その結果は、必然的に
「太平洋戦争」史観は砂地に水が流れるように浸透
していったのです。この間、「覇者の論理」を押し
付けられた当事者である日本政府の方からは別
にこれという意見は出されず、以前と同じように
「今次の戦争」、「先の大戦」または「第二次世界大
戦」という呼称をあたかも第三者の如く使用する
ことに甘んじていたに過ぎなかったのです。無作
為の受け入れなのです。（無作為といえば、余談
ですが、当時の橋下大阪市長が発した2013年のい
わゆる「慰安婦問題」発言に関して、政府は米軍当
局の占領開始直後に出された“慰安婦”の提供施設
の設置要求に応えるべく、「特殊慰安施設協会」を
設立した事実に第三者のごとく沈黙を保つのと同
じことなのです。）
それでも「太平洋戦争」という呼称は定着したよ
うに見えたのですが、革新勢力の方からの異論は
「15年戦争」に始まり、今や「アジア・太平洋戦争」
という呼称にまで発展しました。200	その中で、最
も衝撃的であったのは、信
し の ぶ
夫清三郎の論文「『太平
195	 江藤淳『1946年憲法―その拘束　その他』文春文庫、1995年、142頁。
196	 大島康正「大東亜戦争と京都学派―知識人の政治参加について―」、西田幾多郎、西谷啓治、他『世界史の理論―京都学派の歴史哲学論考』、
燈影社、京都哲学撰書第11巻、2000年、300頁。
197	 坂本多加雄『坂本多加雄選集	I－近代日本精神史』藤原書店、2005年、545頁。
198	 しかし、江藤淳に言わせると「のちに嘲笑の的となった『一億総懺悔』とは、決して責任回避のいいのがれではなく、占領の開始という新事
態に直面した政府が、国民に対して『挙国一家』の『民族の総結集』（九月六日付・『終戦議会録音』）を呼びかけた言葉だった」という。江藤淳
『忘れたこと忘れさせられたこと』、前掲脚注5、51頁。
199	『朝日新聞』「天声人語」、1945年（昭和20年）9月6日。
200	 庄司、前掲脚注172参照。
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洋戦争』と『大東亜戦争』」でした。201	信夫は、「日本
の歴史学者は、『太平洋戦争』という呼称で何を見
据えようとしているのであろうか」と疑問を呈した
ことでした。もし、それが「大東亜戦争」の呼称か
ら逃れるために、「太平洋戦争」の呼称を「科学的に
必ずしも正確な名称とはいえない」と認識しつつ
も、「次善の方法」として「便宜的」に使用するのは、
「怠慢」、「怯懦」であると、家永三郎や歴史学研究
会編『太平洋戦争史』などを批判したのです。202	そ
のうえで、ドナルド・キーン氏の論文「日本の作家
と大東亜戦争」203	に言及して、キーン氏が自国製
の「太平洋戦争」という呼称を使わず「大東亜戦争」
という呼称を使用しても、それが大東亜戦争の肯
定や支持を意味するものではないことを明らかに
して、「私は、過去には『太平洋戦争』の呼称を用い
たこともあるが、目下は戦争の実体を最も広く蔽
いうるものとして『大東亜戦争』の呼称を用いてい
る」と主張したのです。204	もっとも、それ以前に信
夫は、「日本の歴史学は、通例、『大東亜戦争』のこ
とを『太平洋戦争』と呼んでいる。［中略］対米英戦
争は、まさしく『支那事変』の矛盾のなかから日本
が突入した戦争だから、戦争の歴史的性質を正し
く把握するためには、『太平洋戦争』というよりは
『大東亜戦争』と呼ぶ方が正確である」と1982年の著
書『大東亜戦争への道』で説明していました。205	信
夫の論文に啓発されたのか、「15年戦争」という呼
称を創りだした鶴見俊輔自身も、晩年にはもっぱ
ら「大東亜戦争」と自然に呼んでいたのです。206
「大東亜戦争」という名称を使用することは、そ
れが実際に起こった歴史なのだ、という事実を、
善かれ、悪しかれ、総体として受け止めることな
のです。この戦争を「大東亜戦争」と激論の末に決
定した軍部の指導者、その戦争の遂行にさまざま
の政策決定をしてきた政治家・官僚、その戦争に
参加した又はさせられた将兵、兵士を送り出した
家族、戦況を日々報道した新聞、ラジオの記者・
編集者、その報道に一喜一憂した一般市民、その
戦争の現代的意義と歴史的重要性を論じた一般・
学術雑誌・書籍の著者・編集者など、その時代を
生きた人の実体験として、その戦争は政府の公式
文書でも民間の一般文書でも例外なく「大東亜戦
争」と呼ばれていたのです。その事実に蓋をして、
「太平洋戦争」という名称を使うことが「正しい歴
史認識」であり、「正義」であるというのは、単に
戦勝国の論理をそのまま請け負っていることであ
り、すでに述べたように史実の捏造であり、改竄
と同じことなのです。207	たどり着く所は、悪いの
は軍部、特に陸軍であり、国民は無辜の犠牲者だ
という詭弁を恥じもなく都合よく受け入れている
のです。ドナルド・キーン氏の嘆きをもう一度吟
味するのも価値があると思います。
この本（『日本人の戦争――作家の日記を読
む』）が生まれるきっかけとなった数々の日記
201	 信夫清三郎「『太平洋戦争』と『大東亜戦争』」『世界』1983年8月号、222頁。
202	 同上、225頁。
203	 Donald	Keene,	Japanese	Writers	and	the	Greater	East	Asia	War,	Journal	of	Asian	Studies, 	Vol.	23,	No.2,	1964,	at	209－225.
204	 信夫清三郎、前掲脚注197、231頁。もっとも、キーン氏はその引用された論文の中で「太平洋戦争」とか「大東亜戦争」という呼称の妥当性
を論じたわけではない。別の著作ではそれほど意識はしてなかったように見受けられる。例えば、「私が日記に興味を持ち始めたのは太
平洋戦争のさなかで、....」、「永井荷風は太平洋戦争が始まった時、すでに老大家だった。」ドナルド・キーン、前掲脚注149、8－9頁、「し
かし意外にもこれらの日記は、日本の大東亜戦争の勝利の一年間と悲惨極まりない三年間について語る人々によって、....」同上、17頁、の
ように一貫性はない。まして、この『日本人の戦争』の文庫版のあとがきでは一貫して「太平洋戦争」を使っている。ただし、その『日本人
の戦争』を収録した『ドナルド・キーン著作集第五巻―日本人の戦争』新潮社、2012年、では「この本は、主に大東亜戦争が始まった昭和16
年・・・ 」と書き始めている。11頁。キーン氏はこの非一貫性を巻末の「改題」で、「本巻には、太平洋（大東亜）戦争中の日本の作家・知識
人の日記・・・」と処理している。594頁。
205	 信夫清三郎『日本政治史』第4巻『大東亜戦争への道』南窓社、1982年、X頁。
206	 鶴見俊輔、上野千鶴子、小熊英二『戦争が遺したもの－鶴見俊輔に戦後世代が聞く』新曜社、2004年、59、77、199、220、243、245頁。
207	 前掲脚注142－144に関わる本文段落参照。
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はすべて公刊されていて、戦前戦中戦後の時
代史の研究家にはよく知られたものである。
しかし意外にもこれらの日記は、日本の大東
亜戦争の勝利の一年間と悲惨極まりない三年
間について語る人々によって、時代の一級資
料として使われたことがほとんどない。208
既に述べたように、上山春平は戦勝国の「太平
洋戦争」の解釈を無条件で受け入れ、反対に「大
東亜戦争」の解釈を悉く否定する論理を「二重の
錯誤」と呼んでいたのです。209	何故ならば、「大東
亜戦争」史観と国家利益との関係に関しては克明
な批判がなされたが、その批判の根拠又は考察
の基準となった「『太平洋戦争』史観」や「『帝国主
義戦争』史観」などは「普遍的な人類的価値尺度」
として額面通りに受け入れられてきたが、それ
らとの史観と「特定の国家利益との暗黙の結合」
については批判的な考察がなされてこなかった
からだと批判したのです。そこにそれぞれの史
観に対する「評価のアンバランス」が生じ「二重の
錯誤」につながったと結論付けていました。210	さ
らに上山は、このような「二重の錯誤」を打破せ
ねばならぬとする根拠を以下の六つの要点にま
とめていました。
1．国家が人類社会における最高の政治単位をな
すかぎり、二つ以上の国家の利益が妥協の
余地なき対立に追いこまれたばあい、戦争
という暴力的解決の道をえらぶほかはない。
2．こうした状況のもとでは、武装自衛権ない
し交戦権は国家主権の不可欠の要素をなす。
3．そのかぎりにおいて、国家は暴力装置をそ
なえた潜在的戦争勢力にほかならない。
4．戦争勢力としての国家が、戦争行為のゆえ
に他国を倫理的に非難したり法的に処罰し
たりするのは背理である。
5．しかるに、核兵器の発達にともなって、国
家利益の暴力的貫徹の手段としての戦争が
人類絶滅の危険をはらむにいたり、国家利
益を人類全体の利益に従属させることが緊
急の課題となってきた。
6．この課題を解決するには、それぞれの国民
が自国の国家利益を粉飾するイデオロギー
の虚為にめざめ、国家的価値尺度の相対性
を確認することが先決問題である。211
最も重要な教訓は「大東亜戦争」にしても「太平
洋戦争」にしても、それぞれの国家利益に密接に
繋がる価値・理念や世界観をあたかも普遍的な
価値・理念であると考え、それを第三者の国々・
民族に押し付けたことなのです。日本の価値・
理念や世界観もアメリカの価値・理念や世界観
もそれぞれ相対的であって特殊的なものなので
す。まして、現代の世界秩序が主権平等の原則
に基づき互恵の関係の上に成り立っているわけ
ですから、各々の国家は相互に相手国の価値・
理念や世界観に対して尊敬と対等な権利を認め
るということだと考えます。
同じ民族間の争いであっても、その戦いの原
因、戦いを遂行するための目的、その戦いが持つ
意義、そして争いが終焉した後に生じた変化を踏
まえた上での歴史的な評価も、それぞれの戦争の
当事者は異なった歴史観や歴史認識を持っている
のが自然であり、お互いの生活慣習・環境、風
土、気候、地勢、宗教、伝統、歴史など、そのす
べてを抱えている地域や国の違いを考えれば当然
なことなのです。岡田英弘氏によれば「歴史は文
化であり、人間の集団によって文化は違うから、
208	 ドナルド・キーン、前掲脚注152、17頁。
209	 上山春男、前掲脚注157、37－38頁。
210	 同上、38頁。
211	 同上、39頁。
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集団ごとに、それぞれ『これが歴史だ』というもの
ができ、ほかの集団が『これが歴史だ』と主張する
ものと違うということも起こりうる」のです。212
1951年に勃発した朝鮮戦争に対する韓国と北朝
鮮とのそれぞれの歴史観は同じである筈がなく、
むしろ正反対であるに違いないのです。にも拘ら
ず、相手に対して「正しい歴史認識」が欠如してい
るなどと批判はしていないのです。同じようなこ
とは、南北戦争を経験したアメリカについても、
セルビアから内戦を通じて独立した「コソボ共和
国」についても云えるはずです。ましてや、われ
われ自身の経験も例外ではないのです。
明治維新に対する歴史認識は、会津の人の認識
と長州・薩摩の人が持つ認識との間には埋めるこ
とができないほどの差があるはずです。京都守護
職の職務を勤め上げた松平容保が抱く長州・薩摩
の手法に対する義憤は計り知れないものがあった
はずです。鳥羽・伏見の戦いが、もとをただせば
岩倉具視による勅書捏造と、それに乗じた薩長の
出兵と、その出陣を正当化する「錦の御旗」を岩倉
具視が創作した、つまり、今流行のことばで言え
ば、捏造したことによって始まったものだったの
です。「王政復古」の名の下に「新政府」が宣言され
た時には、まさに、坂口安吾が言うように、薩
摩・長州・公家の倒幕指導者は「天皇の擁立を自
分勝手にやりながら、天皇の前にぬかずき、自分
がぬかずくことによって天皇の尊厳を人民に強要
し、その尊厳を利用して号令していた」のです。213	
そこには、会津が長年の京都守護職の務めを通
じ、孝明天皇の厚い信任を得てきたことも、会津
が薩摩と共に長州と戦ったことも勝手に忘れ去ら
れていたのです。度重なる理不尽な要求を会津に
突きつけることこそ、会津に「朝敵」という烙印を
押しつけるための手段だったのです。岡田英弘氏
が、「歴史というものは、それぞれの政治権力の
中心で書かれるものだ。権力の正当化が、歴史本
来の使命である」と述べるように、214	ひとことで
云うならば、「勝てば官軍。敗れば賊軍」なのです。
そして、勝利者の歴史が書かれたのです。
マックス・ウェーバーが第一次世界戦争後の経
験を踏まえていみじくも言ったように「勝者は、
道義的にも物理的にも、最大限の利益を得ようと
し、他方、敗者にも、罪の懺悔を利用して有利な
状勢を買い取ろうという魂胆がある」と結論を下
していました。215	従って、「世界史の転換」を求め
た大東亜戦争に敗れた日本は、「太平洋戦争」とい
う勝利者の歴史観を「閉ざされた言語空間」の中で
教え込まれてきたのです。それは、勝利者にとっ
ての歴史認識であり、敗者にとっての歴史認識で
はないはずです。今、流行りの「正しい歴史認識」
とは、相手側と同じ歴史認識を持つことなので
しょう。まして一国の歴史認識を他国との歴史認
識との交渉の対象とすることなど言語道断です。
そんな理不尽なことはありえないのです。従っ
て、日本の教科書編纂に当たって近隣諸国の主張
に配慮するという所謂「近隣諸国条項」などという
代物を採択したことは一大失策であったのです。
過去の出来事を現在の道徳観念の正悪基準から判
断・評価すべきではないし、ましてや、「過去の
真実の探求」のための知的作業のプロセスの中に
政治が介入して、何が歴史的真実であるかを時の
政治的都合により決定されることなどは、思想・
言論・表現の自由がない全体主義国家がやること
であって、自由を尊ぶ民主主義国家がやるべきこ
とではないことは当然なことです。
212	 岡田英弘『歴史とはなにか』文春新書、2001年、15頁。
213	 坂口安吾「読堕落論」『堕落論』新潮文庫、2000年、93頁。
214	 岡田英弘、前掲脚注212、125頁。
215	 マックス・ウェーバ 『ー職業としての政治』脇　圭平訳、岩波文庫、1980年、84－85頁。
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むすびにかえて
敗戦後70年余も経て、「対米従属関係」を甘受し
なければならないという第一義的な理由は既に存
在していないのです。昭和天皇は既に歴史上の人
物となり、かつて昭和天皇自身が直近の懸案事項
であった東京裁判での戦争責任追及問題は消滅し
ており、また天皇制の維持というもう一つの懸案
も、今上天皇にしてみれば、すでに30年にもなろ
うとしている平成の治世は一般国民の尊敬と信頼
を享受しており、まさに皇統は安泰なのです。
したがって、結論から言えば、天皇制を護る
ための憲法第九条と日米安保条約に基づく「対米
従属関係」をこれ以上維持していかなければなら
ない存在理由は無くなったのです。今こそ、過
去のしらがみを超えて、日本の矜持をもって国
としての独立心を回復して「半独立国家」として
甘んじているような「対米従属関係」を清算すべ
き時なのです。♥♥♥
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